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 津市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和３年６月７日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１６号  

津市議会委員会条例の一部を改正する条例 

津市議会委員会条例（平成１８年津市条例第２６５号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項第１号中コをサとし、ケをコとし、クの次に次のように加える。 

  ケ 内部統制室の所管に関する事項 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



津市告示第１６５号 

 津市刊行物の売払代金の徴収の事務を、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１５８条第１項の規定に基づき次の者に委託したので、同条第２

項の規定により告示する。 

  令和３年６月１日 

 

     津市長 前 葉 泰 幸   

 

徴収の事務 

を行う場所 
受託者 委託期間 

三和書店 津市一身田町７６５番地 

三和書店 今橋 和夫 

令和３年６月１日から令

和４年３月３１日まで 

金青堂書店 津市久居本町１４９４番地 

有限会社金青堂書店 

令和３年６月１日から令

和４年３月３１日まで 

別所書店（修成店、 

津駅店及びイオン津

店） 

津市本町３２番３５号 

株式会社別所書店 

令和３年６月１日から令

和４年３月３１日まで 

 

 



津市告示第１６６号 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２８第１項の規定によ

る指定障害児相談支援事業者を次のとおり指定したので、児童福祉法第２４条

の３７の規定により告示する。 

令和３年６月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社ウィズヒューマン 

２ 事業所の名称 

  相談支援事業所トモニプラン 

３ 事業所の所在地 

  津市観音寺町１５２番地 

４ 指定年月日 

令和３年６月１日 

５ 指定事業の種類 

障害児相談支援 

６ 事業所番号 

障害児相談支援事業所 ２４７０５００７８２ 



津市告示第１６７号 

計量器の定期検査を次のとおり実施するので、計量法（平成４年法律第５１

号）第２１条第２項の規定に基づき告示する。 

  令和３年６月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 定期検査の対象となる計量器 

  質量計のうち、計量法施行令（平成５年政令第３２９号）第２条第２号に

定める非自動はかり、分銅及びおもり 

２ 検査日時及び場所 

検査日 曜日 検査時間 検査場所 

令和３年８

月１８日 
水 午前１０時から正午まで 

津市計量検査所 

（津市本庁舎敷地内） 

令和３年８

月１９日 
木 午後１時から午後３時まで 

津市計量検査所 

（津市本庁舎敷地内） 

令和３年８

月２０日 
金 午前１０時から正午まで 津市高茶屋市民センター 

令和３年８

月２０日 
金 午後２時から午後３時まで 津市橋南市民センター 

令和３年８

月２３日 
月 午前１０時から正午まで 

津市一志高岡公民館 

（津市一志庁舎西隣） 

令和３年８

月２４日 
火 

午前１０時から正午まで及

び午後１時から午後２時ま

で 

津市香良洲公民館 

（津市香良洲庁舎東隣） 

令和３年８

月２５日 
水 

午前１０時から正午まで及

び午後１時３０分から午後

３時まで 

津市久居総合福祉会館南

館 

令和３年８

月２６日 
木 

午前１０時３０分から正午

まで及び午後１時３０分か

ら午後２時３０分まで 

津市白山庁舎 



令和３年８

月２７日 
金 

午前１０時３０分から正午

まで 

津市美杉総合文化センタ

ー 

３ 検査対象地域 

津地域（修成地区、育生地区、南が丘地区、藤水地区、高茶屋地区及び雲

出地区）、久居地域、香良洲地域、一志地域、白山地域及び美杉地域 



津市告示第１６８号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成８年美杉村告示第８号で認可した地縁による団体から告示された事項

に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示す

る。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  上多気区 

  三重県津市美杉町上多気６３２番地 

  代表者 西 雄一郎 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
奥野 友一 

三重県津市美杉町上多気１４１４番地１ 

変更後 
西 雄一郎 

三重県津市美杉町上多気５９７番地１ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年４月２４日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１６９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１１年一志町告示第２８号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  野口自治会 

  三重県津市一志町波瀬５０１０番地 

  代表者 中野 恭 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
小林 信也 

三重県津市一志町波瀬５０３９番地 

変更後 
中野 恭 

三重県津市一志町波瀬５０２３番地３ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月２０日の定期総会において選任

され、同年４月１日から就任することになったため。 



津市告示第１７０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成６年一志町告示第１９号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  遠河自治会 

  三重県津市一志町波瀬２３２３番地３ 

  代表者 阪井 敦史 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
鈴木 正則 

三重県津市一志町波瀬２３２３番地３ 

変更後 
阪井 敦史 

三重県津市一志町波瀬２３２５番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月２１日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成９年一志町告示第３４号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  室ノ口自治会 

  三重県津市一志町波瀬６４００番地３ 

  代表者 向川 岩美 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
山羽 権一郎 

三重県津市一志町波瀬７０４４番地２ 

変更後 
向川 岩美 

三重県津市一志町波瀬７０５５番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年４月３日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第１７２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２４年津市告示第４７号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  虹が丘連合自治会 

  三重県津市一志町虹が丘５番地７ 

  代表者 谷本 辰彦 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
杉尾 茂樹 

三重県津市一志町虹が丘１３番地１ 

変更後 
谷本 辰彦 

三重県津市一志町虹が丘２３番地２ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年５月８日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第１７３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年一志町告示第２７号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  岩垣内自治会 

  三重県津市一志町波瀬４２３９番地２ 

  代表者 岩本 明人 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
西口 徹 

三重県津市一志町波瀬４０５６番地 

変更後 
岩本 明人 

三重県津市一志町波瀬４２４３番地３ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月２１日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１２年一志町告示第１４号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  野田一自治会 

  三重県津市一志町高野５０番地２ 

  代表者 横山 悟 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
佐藤 克也 

三重県津市一志町高野３６番地３０ 

変更後 
横山 悟 

三重県津市一志町高野９５番地８ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年４月１１日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２３年津市告示第１６９号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  下之世古自治会 

  三重県津市一志町波瀬１７９４番地２ 

  代表者 北辻 信仁 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
水谷 廣行 

三重県津市一志町波瀬１５４９番地 

変更後 
北辻 信仁 

三重県津市一志町波瀬１７８１番地２ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月２２日の定期総会において選任

され、同年４月１日から就任することになったため。 



津市告示第１７６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１６年一志町告示第１４号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  一区自治会 

  三重県津市一志町波瀬２４８１番地１ 

  代表者 清水 正人 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
豊田 仁志 

三重県津市一志町波瀬２３７７番地２ 

変更後 
清水 正人 

三重県津市一志町波瀬１８５０番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月２７日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年一志町告示第１１号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  向川原自治会 

  三重県津市一志町大仰１５２番地５ 

  代表者 田上 仁志 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
藤川 誠一 

三重県津市一志町大仰３１２番地１ 

変更後 
田上 仁志 

三重県津市一志町大仰２８８番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年４月１１日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成５年一志町告示第３２号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  片山自治会 

  三重県津市一志町大仰８７８番地２ 

  代表者 岡野 茂樹 

２ 変更に係る事項 

代表者の氏名及び住所 

変更前 
山本 文次 

三重県津市一志町大仰８８８番地 

変更後 
岡野 茂樹 

三重県津市一志町大仰８９７番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年３月７日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第１７９号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 令和３年６月７日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

寿町地内 １ 令和３年４月２日 

広明町地内 １ 令和３年４月７日 

津駅東口周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和３年５月６日 

久居中町地内 １ 令和３年５月６日 

久居小野辺町地内 １ 令和３年５月６日 

高茶屋小森町地内 １ 令和３年５月６日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和３年５月７日 

垂水地内 １ 令和３年５月１３日 

住吉町地内 １ 令和３年５月１７日 

津駅東口周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和３年５月１８日 

河芸町浜田地内 １ 令和３年５月１８日 

長岡町地内 １ 令和３年５月１９日 

栗真町屋町地内 １ 令和３年５月１９日 

白塚町地内 ２ 令和３年５月２０日 

津新町駅南公共自転車等駐車場 １ 令和３年５月２１日 

津駅東口周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和３年５月２４日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和３年５月２６日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和３年５月２６日 

久居駅前第一公共自転車等駐車場 ４ 令和３年５月２８日 

久居駅前第二公共自転車等駐車場 １４ 令和３年５月２８日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ３ 令和３年５月３１日 

津駅東口周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和３年５月３１日 



桜橋三丁目地内 １ 令和３年５月３１日 

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第１８０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第５項の規定により、 

地縁による団体を認可し、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 名称 

  椋本第６の２自治会 

２ 規約に定める目的 

本会は、以下に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良好な

地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。 

   回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

   美化・清掃等区域内の環境の整備 

   集会施設の維持管理 

   住民相互の扶助及び親睦並びに福祉の増進 

３ 区域 

  本会の区域は、津市芸濃町椋本１８４７番地６、１８４７番地７、１８４ 

７番地１８から１８５１番地４まで、４３７０番地から４４０８番地まで、

４４２２番地１から４４４５番地まで、４４５７番地から４４７５番地７ま

で、５０１８番地から５０４６番地１６まで、５０５４番地から５０５８番

地まで、５０６４番地１０及び５２５３番地の区域とする。 

４ 主たる事務所 

  三重県津市芸濃町椋本１８１５番地５ 

５ 代表者の氏名及び住所 

  落合 立身 

  三重県津市芸濃町椋本５０５６番地 

６ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有

無 

 なし 

７ 代理人の有無 

  なし 

８ 規約に定める解散の事由 



  本会は、地方自治法第２６０条の２０第２号、第３号、第４号及び第５号

の規定により解散する。 

  総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上の承諾を得

なければならない。 

９ 認可年月日 

  令和３年６月１日 



津市告示第１８１号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定に基

づき寄附金の収納の事務を次のとおり委託したので、同条第２項の規定により

告示する。 

  令和３年６月７日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 収納する寄附金 

  ふるさと津かがやき寄附金 

２ 委託先 

   津市栄町三丁目１２３番地１ 

   株式会社百五カード 

   名古屋市中区錦一丁目４番６号 

   株式会社中部しんきんカード 

   東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号  

   株式会社トラストバンク  

３ 委託期間 

  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 



津市告示第１８２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ 

り、平成９年津市告示第１号で認可した地縁による団体から告示された事項に 

係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

  令和３年６月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  小川園自治会 

  三重県津市栗真小川町８６９番地９５ 

  代表者 豊田 昇 

２ 変更に係る事項 

  区域 

変更前 

本会の区域は、津市栗真小川町８６３番地１７から８６３

番地６４、８６３番地３５、８６９番地２を結ぶ区域、及び 

９０１番地２から９０１番地５の区域、並びに９１０番地２、

９２０番地６、９０５番地２の区域とする。 

変更後 

本会の区域は、津市栗真小川町８６３番地１から８６３番

地７５まで、８６９番地１から８６９番地１１２まで、９０

１番地２から９０１番地５まで、９０５番地２、９１０番地

２及び９２０番地６の区域とする。 

３ 変更年月日 

  令和３年４月１７日 

４ 変更の理由 

  地縁による団体の区域の変更が、令和３年４月１７日の定期総会において

承認されたため。 



津市告示第１８３号 

 下記の者の令和３年度固定資産税・都市計画税納税通知書は、住所居所不明

のため送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部資産税課で保管し、

送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和３年６月１１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○ ○○○○

○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○ ○○ ○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○○ ○○○○

○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 

 



津市告示第１８４号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年河芸町告示第１４４０号で認可した地縁による団体から告示さ

れた事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとお

り告示する。 

 令和３年６月１１日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 届出者 

  中瀬自治会 

  三重県津市河芸町中瀬３２２番地 

代表者 神田 伸博 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
田中 幹郎 

三重県津市河芸町中瀬３４番地 

変更後 
神田 伸博 

三重県津市河芸町中瀬１３３番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年５月２日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第１８５号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（平成１

８年津市条例第２１９号）第８条の規定に基づき、令和２年１０月１日から令

和３年３月３１日までの津市水道事業、津市工業用水道事業及び津市下水道事

業の業務の状況を別紙のとおり公表する。 

  令和３年６月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

  



１ 事業の概要 

  津市水道事業 

令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの業務量につきまして、 

３月末現在の給水戸数は１３５，５４４戸、配水量は２０，０６７，１６

８ 、有収水量は１６，４６５，３４３ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益３，０２０，８２０，３０ 

１円、営業外収益１，０４１，９３６，４２７円、特別利益１０，０３６， 

８３１円で合計４，０７２，７９３，５５９円となりました。費用では、

営業費用３，７０８，９９５，５３６円、営業外費用２１２，５９５，８

４０円、特別損失３４６，５９０円で合計３，９２１，９３７，９６６円

となり、収支差引におきまして、１５０，８５５，５９３円の純利益とな

りました。 

  津市工業用水道事業 

令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの業務量につきまして、 

配水量は１６３，８１８ 、有収水量は１６１，００９ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益１０，８００，０００円、 

営業外収益１８２，１２７円で合計１０，９８２，１２７円となりました。 

費用では、営業費用１３，８３０，５９４円となり、収支差引におきま

して、２，８４８，４６７円の純損失となりました。 

  津市下水道事業 

令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの業務量につきまして、 

３月末現在の使用料賦課件数は５５，６１８件、有収水量は７，１４６，

９７３ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益２，３３３，０４６，７５ 

１円、営業外収益４，９９０，３９３，１２０円、特別利益７２，８３７， 

４４０円で合計７，３９６，２７７，３１１円となりました。費用では、

営業費用４，３６４，０７０，６９３円、営業外費用６８３，２１８，２

９８円、特別損失９８，５３５円で合計５，０４７，３８７，５２６円と

なり、収支差引におきまして、２，３４８，８８９，７８５円の純利益と

なりました。 

２ 経理の状況 

  津市水道事業 

   損益計算書（別表１及び別表２）及び貸借対照表（別表３）のとおりで



あります。 

  津市工業用水道事業 

損益計算書（別表４及び別表５）及び貸借対照表（別表６）のとおりで

あります。 

  津市下水道事業 

損益計算書（別表７及び別表８）及び貸借対照表（別表９）のとおりで

あります。 



単位　円

1

(1) 2,700,958,298

(2) 300,815,620

(3) 19,046,383 3,020,820,301

2

(1) 1,516,386,191

(2) 439,982,514

(3) 254,798,982

(4) 234,938,940

(5) 264,731,732

(6) 953,012,460

(7) 44,950,512

(8) 194,205 3,708,995,536

688,175,235

3

(1) 3,308,329

(2) 388,425,000

(3) 7,291,226

(4) 168,518,971

(5) 57,234,000

(6) 417,158,901 1,041,936,427

4

(1) 120,927,469

(2) 91,668,371 212,595,840 829,340,587

141,165,352

5

(1) 10,036,831 10,036,831

6

(1) 346,590 346,590 9,690,241

150,855,593

0

0

150,855,593

負 担 金

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当 期 純 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

令和２年度津市水道事業損益計算書
　（令和２年１０月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

配 水 及 び 給 水 費

新 規 給 水 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

受 託 工 事 費

業 務 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

総 係 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

減 価 償 却 費

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

別表１



単位　円

1

(1) 5,217,837,238

(2) 351,939,356

(3) 30,327,507 5,600,104,101

2

(1) 2,932,946,627

(2) 697,340,851

(3) 311,273,475

(4) 385,637,387

(5) 408,382,379

(6) 1,917,760,460

(7) 45,065,512

(8) 355,020 6,698,761,711

1,098,657,610

3

(1) 4,659,080

(2) 388,425,000

(3) 7,291,226

(4) 223,551,169

(5) 119,783,000

(6) 791,424,901 1,535,134,376

4

(1) 248,094,649

(2) 91,737,706 339,832,355 1,195,302,021

96,644,411

5

(1) 10,529,531 10,529,531

6

(1) 4,973,501 4,973,501 5,556,030

102,200,441

0

0

102,200,441

負 担 金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

新 規 給 水 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

令和２年度津市水道事業損益計算書
　（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

別表２



単位　円

1

イ 2,013,063,490

ロ 4,386,284

ハ 3,131,261,356

△ 1,623,130,191 1,508,131,165

ニ 71,198,105,419

△ 36,545,158,955 34,652,946,464

ホ 12,829,664,911

△ 9,473,608,140 3,356,056,771

ヘ 46,829,943

△ 39,256,997 7,572,946

ト 231,626,850

△ 196,093,222 35,533,628

チ 4,325,512,278

45,903,203,026

イ 89,861,855

ロ 73,565,719

ハ 901,396

164,328,970

イ 400,000,000

ロ 6,953,575

406,953,575

46,474,485,571

2

3,982,221,803

1,416,026,231

△ 42,353,405 1,373,672,826

94,451,665

2,398,500

49,630,736

700,000

5,503,075,530

51,977,561,101

(3)

(6) そ の 他 流 動 資 産

(4)

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(2)

(3)

(5) 前 払 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

(1)

(2) 未 収 金

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

現 金 預 金

基 金

無 形 固 定 資 産 合 計

庁 舎 利 用 権

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

中 勢 水 道 利 用 権

電 話 加 入 権

機 械 及 び 装 置

構 築 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度津市水道事業貸借対照表
　（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

別表３



3

イ 14,334,656,256

14,334,656,256

イ 829,432,889

829,432,889

15,164,089,145

4

イ 1,130,689,426

1,130,689,426

1,259,031,974

イ 49,942,000

ロ 9,494,000

59,436,000

78,867,387

2,528,024,787

5

31,059,143,371

△ 18,124,707,982

12,934,435,389

30,626,549,321

6 20,468,205,532

7

イ 61,598,203

ロ 108,116,478

ハ 444,832,106

ニ 70,411,313

ホ 95,647,707

780,605,807

イ 102,200,441

102,200,441

882,806,248

21,351,011,780

51,977,561,101

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

(2)

当年度未処分利益剰余金

その他資本剰余金

他 会 計 補 助 金

国 県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

(1) 資 本 剰 余 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

(3)

賞 与 引 当 金

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

(4)

(2) 未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

法定福利費引当金

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

(1) 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金



単位　円

1

(1) 10,800,000 10,800,000

2

(1) 358,034

(2) 11,426,848

(3) 2,045,712 13,830,594

3,030,594

3

(1) 122,106

(2) 60,021 182,127 182,127

2,848,467

2,848,467

0

0

2,848,467

経 常 損 失

令和２年度津市工業用水道事業損益計算書
　（令和２年１０月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 損 失

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

総 係 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

減 価 償 却 費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 期 純 損 失

当 期 未 処 理 欠 損 金

別表４



単位　円

1

(1) 21,600,000 21,600,000

2

(1) 1,645,023

(2) 11,705,749

(3) 4,090,712 17,441,484

4,158,516

3

(1) 122,106

(2) 60,021 182,127 182,127

4,340,643

4,340,643

0

0

4,340,643

令和２年度津市工業用水道事業損益計算書
　（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

総 係 費

営 業 利 益

減 価 償 却 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

別表５



単位　円

1

イ 1,650,000

ロ 7,999,210

△ 6,943,365 1,055,845

ハ 98,936,483

△ 66,136,037 32,800,446

ニ 78,096,020

△ 71,957,919 6,138,101

ホ 360,000

△ 342,000 18,000

41,662,392

41,662,392

2

181,101,881

65,850

1,800

181,169,531

222,831,923

(1)

土 地

(1)

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度津市工業用水道事業貸借対照表
　（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(3) 前 払 費 用

(2) 未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

別表６



3

6,506,053

6,506,053

4

1,657,500

△ 1,574,625

82,875

6,588,928

5 133,554,237

6

イ 38,339,869

ロ 40,008,246

ハ 4,340,643

82,688,758

82,688,758

216,242,995

222,831,923

利 益 剰 余 金 合 計

(1)

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

(2)

剰 余 金

利 益 剰 余 金(1)

流 動 負 債 合 計

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益

長期前受金収益化累計額

建 設 改 良 積 立 金

長 期 前 受 金

資 本 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 積 立 金

流 動 負 債

(1) 未 払 金

負　　債　　の　　部

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計



単位　円

1

(1) 1,072,760,352

(2) 1,258,297,439

(3) 1,988,960 2,333,046,751

2

(1) 187,443,303

(2) 13,053,711

(3) 17,327,654

(4) 79,901,214

(5) 267,112,158

(6) 84,796,205

(7) 13,379,414

(8) 96,248,305

(9) 145,325,167

(10) 692,271,994

(11) 2,767,211,568 4,364,070,693

2,031,023,942

3

(1) 2,863,127,898

(2) 2,950,000

(3) 1,872,983,640

(4) 251,331,582 4,990,393,120

4

(1) 483,440,844

(2) 13,230,700

(3) 186,546,754 683,218,298 4,307,174,822

2,276,150,880

5

(1) 72,337,230

(2) 500,210 72,837,440

6

(1) 98,535 98,535 72,738,905

2,348,889,785

0

0

2,348,889,785

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

業 務 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

県 補 助 金

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 期 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金 戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

経 常 利 益

補 助 交 付 金

支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

令和２年度津市下水道事業損益計算書
　（令和２年１０月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

汚 水 管 渠 費

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

雨 水 管 渠 費

汚 水 ポ ン プ 場 費

普 及 指 導 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

委 任 業 務 費

処 理 場 費

減 価 償 却 費

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

別表７



単位　円

1

(1) 2,136,901,354

(2) 1,258,297,439

(3) 2,144,340 3,397,343,133

2

(1) 253,152,627

(2) 18,690,108

(3) 28,810,772

(4) 110,398,921

(5) 448,027,751

(6) 142,560,322

(7) 22,468,876

(8) 101,280,320

(9) 188,539,545

(10) 1,113,687,776

(11) 5,565,306,568 7,992,923,586

4,595,580,453

3

(1) 2,863,127,898

(2) 2,950,000

(3) 3,755,185,640

(4) 325,603,783 6,946,867,321

4

(1) 989,202,173

(2) 14,735,700

(3) 186,546,754 1,190,484,627 5,756,382,694

1,160,802,241

5

(1) 72,337,230

(2) 731,999 73,069,229

6

(1) 3,293,278 3,293,278 69,775,951

1,230,578,192

0

0

1,230,578,192

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

業 務 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

県 補 助 金

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

退 職 給 付 引 当 金 戻 入

雑 支 出

経 常 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

補 助 交 付 金

他 会 計 補 助 金

流域下水道維持管理負担金

減 価 償 却 費

委 任 業 務 費

普 及 指 導 費

総 係 費

令和２年度津市下水道事業損益計算書
　（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

汚 水 管 渠 費

雨 水 管 渠 費

汚 水 ポ ン プ 場 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

別表８



単位　円

1

イ 4,726,639,027

ロ 3,970,274,843

△1,246,495,914 2,723,778,929

ハ 171,402,668,180

△25,725,176,869 145,677,491,311

ニ 5,432,539,087

△3,209,443,526 2,223,095,561

ホ 2,270,909

△1,824,577 446,332

ヘ 2,685,894

△2,534,579 151,315

ト 3,372,977,013

158,724,579,488

イ 12,733,744,508

ロ 10,696,000

12,744,440,508

イ 6,594,000

6,594,000

171,475,613,996

2

1,307,483,359

360,400,801

△59,647,006 300,753,795

543,279,302

2,151,516,456

173,627,130,452

(3) 前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

(3) 投 資

そ の 他 投 資

投 資 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

流域下水道施設利用権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

(2) 未 収 金

(1)

工具､器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

令和２年度津市下水道事業貸借対照表
　（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

別表３別表９



3

イ 58,480,165,628

58,480,165,628

イ 336,377,279

336,377,279

58,816,542,907

4

イ 5,077,729,685

5,077,729,685

1,017,945,565

243,700,000

イ 33,079,000

ロ 6,405,000 39,484,000

35,508,191

6,414,367,441

5

107,427,635,473

△21,443,794,764

85,983,840,709

151,214,751,057

6 17,162,006,258

7

イ 322,694,016

ロ 128,338,084

ハ 56,163,415

ニ 3,510,815,430

ホ 1,784,000

4,019,794,945

イ 1,230,578,192

1,230,578,192

5,250,373,137

22,412,379,395

173,627,130,452

法定福利費引当金

国 庫 補 助 金

他 会 計 負 担 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

(1)

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

企 業 債 合 計

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2)

賞 与 引 当 金

(3)

(1) 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資 本 剰 余 金

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

(5) そ の 他 流 動 負 債

(4) 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

前 受 金

(2) 未 払 金

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良に要する企業債

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債



津市告示第１８６号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市駐車場事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  令和３年６月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 事業の概況 

駐車場事業は、お城東駐車場、フェニックス通り駐車場、アスト駐車場、

ポルタひさい駐車場及び久居駅東口駐車場を運営し、市街地における自動車

の駐車需要に応ずるよう努めている。 

令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの利用状況は、次のとお

り。 

  利用台数   ３１３，００２台（前年同期 ３８１，４９５台） 

  一日平均台数   １，７２８台（前年同期   ２，０９４台） 

２ 経理の状況 

令和２年度下半期の経理の状況は、損益計算書（別表１）及び貸借対照表

（別表２）のとおり。 

３ 令和３年度駐車場事業について 

別冊のとおり。 



1

2

3

4

経 常 利 益

当 期 純 利 益 △ 45,937,217

298,760 533,450

832,210

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

（１）

（２）

（２） 828,793

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 30,100,532

その他未処分利益剰余金変動額 58,900,938

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 17,136,811

△ 46,470,667

駐 車 場 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 利 益

支払利息及び企業債取扱諸費 298,760

営 業 外 費 用

（１）

△ 45,937,217

（１） 3,417

別表１

　令和２年度下半期津市駐車場事業損益計算書
（令和２年１０月１日から令和３年３月３１日）

（単位　円）

（１） 74,763,243 74,763,243

営 業 収 益

駐 車 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

50,451,984 121,233,910

70,781,926



1

2

令和２年度津市駐車場事業貸借対照表
（令和３年３月３１日）

（単位　円）
資　産　の　部

固 定 資 産

（１） 有形 固定 資産

イ 土 地 1,623,010,133

ロ 建 物 1,431,438,549

減価 償却累計 △ 733,815,614 697,622,935

ハ 構 築 物 89,660,772

減価 償却累計 △ 16,810,084 72,850,688

ニ 機械 及び装置 115,529,482

減価 償却累計 △ 96,233,088 19,296,394

ホ 工具、器具及び備品 80,246,679

減価 償却累計 △ 34,610,002 45,636,677

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計 2,463,943,827

2,463,943,827

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

（１） 現 金 預 金 99,945,655

（２） 未 収 金 7,537,539

2,571,927,021

（３） その他流動資産 500,000

流 動 資 産 合 計 107,983,194

資 産 合 計

ヘ

別表２

5,527,000
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4

注

負　債　の　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債

イ 建設改良等企業債 5,963,482

5,963,482

（３）

イ 退職給付引当金 3,848,579

企 業 債 合 計

245,037,747

（２） 他 会 計 借 入 金

イ
245,037,747

11,785,352

11,785,352

254,849,808

（３） 未 払 金 7,678,115

イ

企 業 債 合 計

他会計借入金合計

34,990,250

34,990,250

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金

（４） 前 受 金 2,054,850

（５） 引 当 金

57,543,390

引 当 金 合 計

イ 賞 与 引 当 金 450,472

ロ 法定福利費引当金 84,351

負 債 合 計 312,393,198

534,823

（６） その他流動負債 500,000

流 動 負 債 合 計

（２） 他 会 計 借 入 金

（１） 企 業 債

イ 建設改良等企業債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金

他会計借入金合計

引 当 金 合 計 3,848,579

引 当 金



5

6

（注） １　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
　　　 ２  固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。

資　本　の　部

資 本 金 2,171,658,723

剰 余 金

（１） 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 17,748,834

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 30,100,532

利 益 剰 余 金 合 計 87,875,100

ロ 建設改良積立金 40,025,734

剰 余 金 合 計 87,875,100

資 本 合 計 2,259,533,823

負 債 資 本 合 計 2,571,927,021



令和３年度

津市駐車場事業会計予算書



 

議案第４４号                 令和  年  月  日議決 

 

令和３年度津市駐車場事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和３年度津市駐車場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

  収容可能台数 １，２２５台 

  年間駐車台数 ６０２，０００台 

  一日平均駐車台数 １，６８４台 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

第１款 駐車場事業収益 １７０，３３０千円 

 第１項 営 業 収 益 １６８，３４７千円 

 第２項 営 業 外 収 益 １，９８３千円 

支        出 

第１款 駐車場事業費用 ２２７，４２１千円 

 第１項 営 業 費 用 ２２４，３７５千円 

 第２項 営 業 外 費 用 ３，０４６千円 

（資本的支出） 

第４条 資本的支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額５０，１０１千円は、過年度分損益勘定留保資金

等で補てんするものとする。） 

支        出 

第１款 資本的支出 ５０，１０１千円 

第１項 建設改良費 ３，３２３千円 

第２項 企業債償還金 １１，７８６千円 

第３項 他会計長期借入金償還金 ３４，９９２千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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令和３年３月２２日議決



 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費を流用することができる場合は、消費税及び地

方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用と

する。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

職員給与費 １３，０４５千円 

令和３年２月１８日提出 

 

津市長 前 葉 泰 幸 
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予 算 に 関 す る 説 明 書 

 

 

令和３年度津市駐車場事業会計予算実施計画 

 

令和３年度津市駐車場事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

 

給与費明細書 

 

令和３年度津市駐車場事業予定貸借対照表 

 

令和２年度津市駐車場事業予定損益計算書 

 

令和２年度津市駐車場事業予定貸借対照表 

 

令和３年度津市駐車場事業会計予算実施計画説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 3 -



1
駐 車 場

170,330

令和３年度津市駐車場事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

事 業 収 益

1 駐 車 収 益 168,347 駐車料金収入

1 営 業 収 益 168,347

4 預金利息収入

2 営 業 外 収 益 1,983

2 雑 収 益

1
駐 車 場

227,421

1,979 その他雑収益

支　　　　　　　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

事 業 費 用

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

1 営 業 費 用 224,375

1 駐車場管理費 171,251
駐車場の管理運営に要す
る諸費用

2 減 価 償 却 費 53,124 固定資産減価償却費

2 営 業 外 費 用 3,046

企業債利息、他会計長期
借入金利息等

資  本  的  支  出

1
支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費 1,046

1 資 本 的 支 出 50,101

支　　　　　　　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1 建 設 改 良 費 3,323 建設改良に要する費用

1 建 設 改 良 費 3,323

1 企業債償還金 11,786 企業債元金償還金

2 企業債償還金 11,786

2 消 費 税 2,000 消費税及び地方消費税

1
他 会 計 長 期
借入金償還金

34,992
他会計長期借入金元金償
還金

3
他 会 計 長 期
借入金償還金

34,992
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（単位：円）

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 56,186,890

減価償却費 53,124,000

受取利息及び受取配当 △ 4,000

支払利息 1,046,000

未収金の増減額（△は増額） 6,745,399

未払金の増減額（△は減少） 676,950

引当金の増減額（△は減少） 2,494,000

小　　計 7,895,459

受取利息及び受取配当 4,000

支払利息 △ 1,046,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,853,459

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 500,000

未払金の増減額（△は減少） 554,600

投資活動によるキャッシュ・フロー 54,600

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 11,786,000

建設改良等に充てるための他会計長期借入金の償還による支出 △ 34,992,000

リース債務の返済による支出 △ 2,520,910

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 49,298,910

資金増加額（又は減少額） △ 42,390,851

資金期首残高 91,109,978

資金期末残高 48,719,127

令和３年度津市駐車場事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１　総　括
（単位　千円）

（単位　千円）

２　給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

本年度 1 人 0 人 1 人
前年度 1 人 0 人 1 人

１　総括、手当の内訳のとおり

前年度

7,361

手　当

0 1 0 4,157

給 与 費 明 細 書

職　　員　　数
法  定
福利費特別職

（人）
一般職
（人）

報　酬 給　料

本年度

時間外勤務手当

本年度 240 264 324 120 1,000

手
当
の
内
訳

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

比　較 120 26 0 56 △ 400

前年度 120 238 324 64 1,400

7,361

前年度 1,741 1,007 240 5,134

比　較 209 2,156 60 2,227

増減額 増減事由別内訳
説　　　明 備　　　　　　　　考

手
当
の
内
訳

区　分 期末勤勉手当 退職手当 児童手当 計

本年度 1,950 3,163 300

その他の増減分 298
現に在職する
職 員 数

（その他）（ 計 ）

（千円） （千円）

手 当 2,227 制度改正に伴う
増減分

△ 21
令和２年度給与
改定等による減

その他の増減分 2,248

給 料 317 昇給に伴う増加
分

19
３　給料及び手当の状況
 (４)昇給欄記載のとおり

区分

比  較 2,443△ 1012,544317 2,227

区　　分

13,045

10,602

合　計
計

1,52711,518

給　　　与　　　費

0 0 0

5,134 8,974 1,6280 1 0 3,840
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３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給料

（２）初任給

（３）級別職員数

計 1 100.0

令和３年１月１日現在
（本　年　度）

令和２年１月１日現在
（前　年　度）

区　　　分
一般行政職等

級

７ 級

８ 級

４ 級 1 100.0

５ 級

６ 級

８ 級

令和２年１月１日現在
（前　年　度）

１ 級

令和３年１月１日現在
（本　年　度）

２ 級

計 1 100.0

３ 級

６ 級

７ 級

４ 級 1 100.0

５ 級

一般行政職等

平 均 年 齢（歳） 42.8

（円）

１ 級

154,900154,900

182,200

一 般 会 計 の 制 度

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

職　員　数　（人） 構　成　比　（％）

平 均 給 料 月 額 344,800

平 均 年 齢

（円） 318,100

２ 級

（歳） 42.4

平 均 給 料 月 額

182,200

区　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

一般行政職等 （円）
一 般 行 政 職 等 （円）

３ 級
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　（級別の基準となる職務）

５　　級

　相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務

１　　級

3 　総合支所長（久居総合支所長を除く。）の職務

2

　消防長の職務

3

４　　級

２　　級

　担当副主幹の職務

　担当主幹の職務

　久居総合支所副総合支所長の職務

一般行政職等

８　 級

1

　困難な業務を所掌する部長及び担当理事の職務

　主査の職務

　困難な業務を所掌する総合支所長（久居総合支所長に限る。）の職務

  定型的な業務を行う職務

　副総合支所長（久居総合支所副総合支所長を除く。）の職務

　部次長及び担当参事の職務2

６　　級
1

７　　級

３　　級

4

2

　部長及び担当理事並びに久居総合支所長の職務1

　課長、室長及び担当副参事の職務
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（４）昇　給

　　

　　

    

　

　　

    

　　

（５）期末手当・勤勉手当

一般会計の制度

（６）その他の手当

2.250

2.225

2.250

2.225

扶 養 手 当

地 域 手 当

4.500

4.450

前 年 度

100.00（Ｂ）／（Ａ） （％）

100.00

１２月（月分）

支給率計

（月分）

支給期別支給率

一般行政職等

（Ａ） （人） 1

（Ｂ）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

本
年
度

（人） 1

1

職 員 数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比 率

４号給 （人）

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

　同　　　一　

　同　　　一　

通 勤 手 当 　同　　　一　

住 居 手 当

（％）

前
年
度 ４号給 （人）

（Ｂ） （人）

６月（月分）
区　　　分

　同　　　一　

4.450本 年 度 2.225 有

有

有

2.225

（Ａ） （人）

（Ｂ）／（Ａ）

1

1号 給 数 別 内 訳

比 率

職 員 数

昇給に係る職員数

1

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

- 9 -



1

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

2

(1)

(2)

(3)

流 動 資 産 合 計 50,483,487

資 産 合 計 2,496,432,458

その他流動資産 500,000

現 金 預 金 48,719,127

未 収 金 1,264,360

固 定 資 産 合 計 2,445,948,971

流 動 資 産

建 設 仮 勘 定 4,770,000

有形固定資産合計 2,445,948,971

減価償却累計額 0 34,629,144

減価償却累計額 △ 45,587,002 35,916,677

リ ー ス 資 産 34,629,144

減価償却累計額 △ 98,186,088 17,343,394

工具、器具及び備品 81,503,679

減価償却累計額 △ 24,784,084 64,876,688

機 械 及 び 装 置 115,529,482

減価償却累計額 △ 766,035,614 665,402,935

構 築 物 89,660,772

土 地 1,623,010,133

建 物 1,431,438,549

令和３年度津市駐車場事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

（単位　円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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3

(1)

イ

(2)

(3)

イ

4

(1)

イ

(2)

イ

(3)

(4)

(5)

(6)

イ

ロ

 

5

6

(1)

イ

ロ

ハ

剰 余 金 合 計 1,087,678

資 本 合 計 2,195,119,054

負 債 資 本 合 計 2,496,432,458

建設改良積立金 36,496,734

当年度未処理欠損金 △ 41,371,890
利 益 剰 余 金 合 計 1,087,678

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 5,962,834

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金 2,194,031,376

流 動 負 債 合 計 58,538,993

負 債 合 計 301,313,404

引 当 金 合 計 765,000

その他流動負債 500,000

賞 与 引 当 金 639,000

法定福利費引当金 126,000

前 受 金 1,475,250

引 当 金

他会計借入金合計 34,993,999

未 払 金 8,887,510

リ ー ス 債 務 5,954,400

他 会 計 借 入 金

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金 34,993,999

企 業 債

建設改良等企業債 5,962,834

企 業 債 合 計 5,962,834

固 定 負 債 合 計 242,774,411

流 動 負 債

退職給付引当金 6,578,579

引 当 金 合 計 6,578,579

210,041,998

引 当 金

他 会 計 借 入 金

負　債　の　部

固 定 負 債

リ ー ス 債 務 26,153,834

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金 210,041,998

他会計借入金合計
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1 営 業 収 益

2 営 業 費 用

3 営　業　外　収　益

4 営　業　外　費　用

営 業 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 収 益

（１）

0

37,028,285

37,028,285

59,400,938

22,372,653

経 常 損 失

1,220,083

1,961,083

（２）

（２） 1,905,083

741,000

38,248,368

（１）

受 取 利 息 及 び 配 当 金

減 価 償 却 費

741,000

56,000

（単位　円）

50,451,984

令和２年度津市駐車場事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

143,903,630（１） 143,903,630

（１） 131,700,014駐 車 場 管 理 費

駐 車 収 益

182,151,998
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1

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

2

(1)

(2)

(3)

令和２年度津市駐車場事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

（単位　円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 1,623,010,133

建 物 1,431,438,549

減価償却累計額 △ 733,815,614 697,622,935

構 築 物 89,660,772

減価償却累計額 △ 16,810,084 72,850,688

機 械 及 び 装 置 115,529,482

減価償却累計額 △ 96,233,088 19,296,394

工具、器具及び備品 81,003,679

減価償却累計額 △ 34,610,002 46,393,677

建 設 仮 勘 定 4,770,000

有形固定資産合計 2,463,943,827

固 定 資 産 合 計 2,463,943,827

流 動 資 産

その他流動資産 500,000

現 金 預 金 91,109,978

未 収 金 8,009,759

流 動 資 産 合 計 99,619,737

資 産 合 計 2,563,563,564
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3

(1)

イ

(2)

イ

(3)

イ

4

(1)

イ

(2)

イ

(3)

(4)

(5)

イ

ロ

(6)

5

6

(1)

イ

ロ

ハ

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金 245,036,747

建設改良等企業債 5,963,482

企 業 債 合 計 5,963,482

他会計借入金合計 245,036,747

引 当 金

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計 255,164,808

流 動 負 債

退職給付引当金 4,164,579

引 当 金 合 計 4,164,579

他 会 計 借 入 金

建 設 改 良 等
他 会 計 借 入 金 34,991,250

企 業 債

建設改良等企業債 11,785,352

企 業 債 合 計 11,785,352

前 受 金 1,475,250

引 当 金

他会計借入金合計 34,991,250
未 払 金 7,655,960

引 当 金 合 計 685,000

その他流動負債 500,000

賞 与 引 当 金 573,000

法定福利費引当金 112,000

資　本　の　部

資 本 金 2,171,658,723

流 動 負 債 合 計 57,092,812

負 債 合 計 312,257,620

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 17,748,834

剰 余 金

剰 余 金 合 計 79,647,221

資 本 合 計 2,251,305,944

負 債 資 本 合 計 2,563,563,564

建設改良積立金 39,525,734

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 22,372,653

利 益 剰 余 金 合 計 79,647,221
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光 熱 水 費

手 数 料

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

駐車場管理機器賃借料賃 借 料

193

71,497

464

217

4,308

1

款　　　　項 目

1

事 業 費 用

駐車場管理費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

退 職 給 付 費

1

預 金 利 息

期末勤勉手当ほか

駐車場用備消品費

次年度期末勤勉手当の当
期相当分

2 雑 収 益

予定額（千円）

126

行政財産使用料

手 当

2,414

639

受 取 利 息 及 び
配 当 金

駐 車 収 益

694

1,979

1,285

節

227,421

施設通行料収入ほかその他雑収益

1 駐 車 収 益

2 営 業 外 収 益

1 営 業 収 益

1,983

令和３年度津市駐車場事業会計予算実施計画説明書

予定額（千円） 備　　　考節目款　　　　項

収　　　　　　　入

収益的収入及び支出

事 業 収 益
1

駐 車 場
170,330

駐車場手数料

預金利息収入

駐車料金収入

4

168,347

4,157

行政財産使用料収入

4

168,347

168,347

224,375

171,251

支　　　　　　　出

備　　　考

1
駐 車 場

職員１名分給料給 料

駐車場管理委託料ほか

事務用印刷製本費

委 託 料

駐車場電力料ほか

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

旅 費

1,401

職員出張旅費

駐車場電話料

281

5,960

次年度期末勤勉手当に係る法
定福利費の当期相当分

市町村職員共済組合負担
金ほか

営 業 費 用

8,399

69

備 消 品 費

市町村総合事務組合負担
金ほか
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2,000

駐車場備品購入費

備　　　考

消 費 税 消費税及び地方消費税

資  本  的  支  出

一時借入金利息 74 一時借入金に係る利息

リース支払利息 706 リース債務に係る利息

駐車場機械装置減価償却
費

駐車場リース資産購入費

7,974 駐車場舗装面減価償却費

予定額（千円）

10,977

8,000修 繕 費

目

款　　　　項 目 節

企業債に係る利息

他会計借入金に係る利息

2

1
企業債取扱諸費
支 払 利息 及び

28

238

1,046

他会計長期借入金元金償
還金

1
他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金

11,786

34,992

1

3,046

企業債元金償還金

1

消 費 税 2,000

借 入 金 利 息

企業債償還金

企業債償還金 11,786

11,786

3

3,323

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金 34,992

2,773

50,101

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金 34,992

3,323

固 定 資 産
購 入 費

2 企業債償還金

リ ー ス 資 産
購 入 費

1 資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

550

建 設 改 良 費

予定額（千円）

支　　　　　　　出

施設維持管理修繕費

減 価 償 却 費2

建物減価償却費 駐車場棟減価償却費32,220

382

備　　　考節

2

款　　　　項

施設損害賠償保険料ほか

営 業 外 費 用

1,953

62,744 管理組合費ほか

駐車場備品減価償却費

保 険 料

53,124

企 業 債 利 息

構 築 物
減 価 償 却 費

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

負 担 金

工具器具及び備品
減 価 償 却 費

1
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

期末帳簿価格（原価法）をもって期末評価額としている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

・減価償却の方法 

 定額法による。 

・主な耐用年数 

建 物       ８年～３８年 

構築物       １年～１０年 

機械及び装置    ２年～１０年 

工具器具及び備品  ３年～１０年 

 ３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額

を計上している。 

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  
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津市告示第１８７号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市モーターボート競走事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  令和３年６月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 事業の概況 

  津市モーターボート競走事業は、事業の円滑な運営を行い、公共の福祉を 

 増進するよう努めている。 

  令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの業務量は、次のとおり。 

  開催日数                        ８８日 

  開催収益            ２９，７０１，６５５，１００円 

   うち本場舟券発売金        １，９６３，６５０，４００円 

   うち電話投票舟券発売金     ２１，０５６，２９８，０００円 

   うち場外発売場舟券発売金       ２０５，８４４，１００円 

   うち場間場外舟券発売金      ６，４７５，８６２，６００円 

   １日平均舟券発売金          ３３７，５１８，８０７円 

   場間場外受託発売金        ５，７８５，１５８，９００円 

  経営状況としては、営業収益３０，７５８，８９４，１４０円、営業外収 

益３６，８５６，４９５円で合計３０，７９５，７５０，６３５円。費用で

は、営業費用２８，７２８，５７３，３４７円、営業外費用２，９１４，６

７６，７８８円の合計３１，６４３，２５０，１３５円。固定資産の減価償

却、繰延収益の償却、資産の評価及び引当金の計上を事業年度末において行

ったため、収支差引においては、８４７，４９９，５００円の純損失となる。 

２ 経理の状況 

  損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおり。 

３ 令和３年度津市モーターボート競走事業の予算概要について 

  別冊のとおり。 



単位　円

1 営　業　収　益

(1) 開催収益 29,701,655,100

(2) 場間場外発売事務受託収益 1,004,452,933

(3) その他営業収益 52,786,107 30,758,894,140

2 営　業　費　用

(1) 開催費 26,328,845,989

(2) 場外発売場事務受託費 399,225,598

(3) 施設管理費 244,928,281

(4) 競走実施費 782,895,304

(5) 販売促進費 318,430,238

(6) 総係費 205,748,180

(7) 減価償却費 448,417,757

(8) 資産減耗費 82,000 28,728,573,347

営　業　利　益 2,030,320,793

3 営　業　外　収　益

(1) 使用料 13,364,854

(2) 受取利息及び配当金 1,131,047

(3) 長期前受金戻入 18,366,941

(4) 雑収益 3,993,653 36,856,495

4 営　業　外　費　用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 1,425,659

(2) 繰出金 2,300,000,000

(3) 雑支出 613,251,129 2,914,676,788 △ 2,877,820,293

経　常　損　失 847,499,500

5 特　別　利　益

(1) その他特別利益 0 0

6 特　別　損　失

0 0 0

847,499,500

4,944,729,613

4,097,230,113

別表１　　令和２年度津市モーターボート競走事業損益計算書
(令和2年10月1日から 令和3年3月31日まで)

当 期 純 損 失

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

当期未処分利益剰余金



単位　円

１  固 定 資 産
(1) 有 形 固 定 資 産

イ　土 地 1,498,940,103

ロ 建 物 7,178,702,164

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 1,124,541,432 6,054,160,732

ハ 建 物 附 属 設 備 549,353,654

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 207,392,331 341,961,323

ニ 構 築 物 35,891,938

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 6,984,456 28,907,482

ホ 機 械 及 び 装 置 669,259,739

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 396,340,613 272,919,126

へ 車 両 運 搬 具 3,518,785

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 607,500 2,911,285

ト 船 舶 13,881,575

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 8,287,497 5,594,078

チ 工 具 、 器 具 及び 備 品 900,462,507

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 460,987,241 439,475,266

リ リ ー ス 資 産 114,620,185

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △ 108,889,176 5,731,009

ヌ 建 設 仮 勘 定 72,652,753

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額

8,723,253,157

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ　出 資 金 40,000,000

ロ 基 金 2,227,824,293

2,267,824,293

10,991,077,450

２　流 動 資 産
(1)  　　　　　 現   金   預   金 8,748,241,003

(2)               未     収      金 279,140,387

(3)               未     収      金 1,300,000

(4)                未     収      金 0

9,028,681,390

20,019,758,840

固 定 資 産 合 計

別表２　     令和２年度津市モーターボート競走事業貸借対照表
(令和3年3月31日)

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金



３　固 定 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 0

(3)            退職給与引当金

イ　退 職 給 付 引 当 金 225,117,477

225,117,477

225,117,477

４　流 動 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 25,329,815

(3)               未      払     金 1,370,027,124

(4)               未      払     金 12,166,220

(5)               賞与引当金

イ　賞 与 引 当 金 15,131,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,848,000

17,979,000

(6)                  預      り     金 168,010,061

1,593,512,220

５　繰 延 収 益
(1)            長期前受金 333,291,307

(2)            長期前受金
△ 70,019,952

261,547,449

2,080,177,146

６　資  本  金 11,159,579,290

７　剰  余  金
(1)                 利  益  剰  余  金

イ　利 益 積 立 金 0

ロ　建 設 改 良 積 立 金 5,151,430,769

ハ　当年度未処分利益剰余金 1,628,571,635

6,780,002,404

6,780,002,404

17,939,581,694

20,019,758,840

引 当 金 合 計

負 債 の 部

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

前 受 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計



令和３年度

津市モーターボート競走事業会計予算書
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議案第４５号                令和３年３月２２日議決 

 

   令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和３年度津市モーターボート競走事業会計の予算は、次に定める

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

  年間開催日数 180 日 

  年間舟券発売金 44,654,600 千円 

  １日平均舟券発売金 248,081 千円 

  年間場間場外受託発売金 11,624,000 千円 

  主要な建設改良事業 競技棟等整備工事 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。   

           収     入 単位 千円 

第１款 モーターボート競走事業収益 46,823,052 

第１項 営業収益 46,742,932 

第２項 営業外収益 80,120 

           支     出 単位 千円 

第１款 モーターボート競走事業費用 44,594,839 

第１項 営業費用 44,529,057 

第２項 営業外費用 65,782 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額 213,136 千円は過年度分損益勘定留保資金

等で補てんするものとする。）。 

           収     入 単位 千円 

第１款 資本的収入 486,408 

第３項 基金繰入金 471,408 

第５項 補助金 15,000 
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           支     出 単位 千円 

第１款 資本的支出 699,544 

第１項 建設改良費 699,321 

第３項 投資 223 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、1,000,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、消費税

及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の

流用とする。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

          単位 千円 

  職員給与費 414,241 

  交際費 967 

（重要な資産の取得及び処分） 

第８条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。 

 １ 取得する資産 

種 類 名 称 数 量 

機 器 自動火災報知設備機器 一 式 

機 器 キャッシュレスシステム 一 式 

機 器 中央集計室システム機器 一 式 

機 器 外向発売所発売払戻機 一 式 

  令和３年２月１８日提出 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

 



令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算実施計画

令和３年度津市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

給与費明細書

継続費に関する調書

令和３年度津市モーターボート競走事業予定貸借対照表

令和２年度津市モーターボート競走事業予定損益計算書

令和２年度津市モーターボート競走事業予定貸借対照表

令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算実施計画説明書

予 算 に 関 す る 説 明 書

－3－





予定額（千円） 備 考

1
モーターボート
競走事業収益

46,823,052

1 営 業 収 益 46,742,932

1 開 催 収 益 44,654,600
自場開催レースに係る舟券
発売金

2
場 間 場 外 発 売
事 務 受 託 収 益

1,998,416
他場開催レースに係る発売
事務受託収益

3 その他 営業 収益 89,916 入場料、有料席料、時効金

2 営業外収益 80,120

1 使 用 料 51,997 売店等使用料、土地貸付料

2
受 取 利 息
及 び 配 当 金

723
モーターボート競走事業施
設整備基金利息ほか

4 長期前受金戻入 19,989
受贈等により取得した償却資
産の減価償却見合い分

5 雑 収 益 7,411 その他雑収益

令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　入

款 項 目

－5－



予定額（千円） 備 考

1
モーターボート
競走事業費用

44,594,839

1 営 業 費 用 44,529,057

1 開 催 費 39,760,674
自場開催レースの舟券発売
に要する諸費用

2
場 外 発 売 場
事 務 受 託 費

751,454
場外発売場における他場開
催レースの受託発売に要す
る諸費用

3 施 設 管 理 費 693,770
施設の運営・維持管理に要
する諸費用

4 競 走 実 施 費 1,744,794
自場開催レースの実施、本
場における他場開催レース
の受託発売に要する諸費用

5 販 売 促 進 費 672,929
来場及び舟券発売の促進に
要する諸費用

6 総 係 費 476,442
事業運営の全般に要する諸
費用

7 減 価 償 却 費 428,994 固定資産減価償却費

2 営業外費用 65,782

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

512
一時借入金利息、リース支払
利息

2 消 費 税 4,000 消費税及び地方消費税

6 雑 支 出 61,270
資本的支出に係る消費税費
用化

支　　　　　　出

款 項 目

－6－



予定額（千円） 備 考

1 資 本 的 収 入 486,408

3 基金繰入金 471,408

1 基 金 繰 入 金 471,408
モーターボート競走事業施
設整備基金繰入金

5 補 助 金 15,000

1 補 助 金 15,000 機器整備支援助成金

予定額（千円） 備 考

1 資 本 的 支 出 699,544

1 建設改良費 699,321

1 建 設 改 良 費 471,408 建設改良に要する費用

2 設 備 購 入 費 227,913
設備購入費、リース債務支払
額

3 投 資 223

2 基 金 積 立 金 223
モーターボート競走事業施
設整備基金積立金

支　　　　　　出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　　　　　入

款 項 目

－7－



単位　円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 2,228,213,000
減価償却費 428,994,000
固定資産除却費 0
長期前受金戻入額 △ 19,989,000
受取利息及び受取配当金 △ 723,000
支払利息 512,000
未収金の増減額（△は増加） △ 102,000,000
未払金の増減額（△は減少） 187,000,000
前受金の増減額（△は減少） 0
引当金の増減額（△は減少） 11,187,000
その他流動資産の増減額(△は増加) 0
その他流動負債の増減額(△は減少) 0
　　小　　　　　計 2,733,194,000
受取利息及び受取配当金 500,000
支払利息 △ 512,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,733,182,000

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 612,721,000
補助金等による収入 15,000,000
基金からの繰入による収入 471,408,000
基金の利息による収入 223,000
基金への積立による支出 △ 223,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 126,313,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入 500,000,000
一時借入金の返済による支出 △ 500,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 0
リース債務の返済による支出 △ 25,329,815

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 25,329,815

　　資金に係る換算差額 0
　　資金増加額（又は減少額） 2,581,539,185
　　資金期首残高 7,328,803,146
　　資金期末残高 9,910,342,331

令和３年度津市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１　総　　括

( 49 )

( 49 )

( )

※（　）内は、短時間勤務職員数を示す。

退職手当

（千円）

29,472

28,957

515

期末勤勉手当

（千円）

45,391

45,371

20

期末手当

（千円）

11,898

7,427

4,471

計

（千円）

139,178

137,942

1,236

児童手当

（千円）

2,010

1,020

990

前 年 度 10,981 4,745

（千円） （千円）

手

当

の

内

訳

区    分
休日勤務手当 管理職手当

本 年 度 8,616 4,983

比 　 較 △ 2,365 238

14,883 2,968

比 　 較 △ 198 22 224 △ 183 △ 1,038 △ 1,208 △ 252

前 年 度 3,858 6,974 1,158 2,811 6,789

手

当

の

内

訳

区    分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 3,660 6,996 1,382 2,628 5,751 13,675 2,716

△ 812 7,665

101,210 107,616 137,942 346,768 59,808 406,576

本　年　度

前　年　度

比　　　較

（千円） （千円） （千円） （千円）

108,109 107,958 139,178 355,245
27

58,996 414,241

27

6,899 342 1,236 8,477

給 与 費 明 細 書

区　　　分

職員数 給　　　　与　　　　費
法  定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

- 9 -



給 与 改 定

に 伴 う 増  

減 分  

昇 給 に 伴 3 給料及び手当の状況

う 増 加 分 （4）昇給欄記載のとおり

そ の 他 の 職員数の異動状況

増 減 分  

 

本 年 度 人 人 人

前 年 度 人 人 人

 増 減 人 人 人

制 度 改 正 1　総括、手当の内訳のとおり

に 伴 う 増

減 分

そ の 他 の

増 減 分  

165,900 165,900

154,900 154,900

182,200

区　　分

（円） （円） （円）

154,900 154,900

技能労務職

314,822 308,378

41.8 46.3

一般行政職等

182,200

高   校   卒

313,933 290,600

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

43.2平 均 年 齢 41.6

（円）

技能労務職一般行政職等

一　般　会　計　の　制　度
技 能 労 務 職

一 般
行 政 職 等

区　　　　　　　　　　分

　（２）　初任給

(円）

(歳）

令和２年１月１日現在

（前      年      度）

(円）

(歳）

令和３年１月１日現在

（本      年      度）

３　給料及び手当の状況

　(１)　職員１人当たり給料

27

27

手 当 1,236 △ 495

その他 計

282

1,731

27

27

△ 495 千円

令和２年度給
与改定による
減

大  学  卒

備 考

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　明

千円 千円

給 料 342

60 人員構成の変
動 等 に よ る 増 現 に 在 職

する職員数
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( ) ( ) ( ) ( )
16.7 22.2

( 2 ) ( 66.7 ) ( ) ( )
22.2

( 1 ) ( 33.3 ) ( ) ( )
16.6 66.7

( ) ( ) ( ) ( )
11.1 11.1

( ) ( ) ( ) ( )
16.6

( ) ( ) ( ) ( )
5.6

( ) ( ) ( ) ( )
5.6

( ) ( ) ( ) ( )
5.6

( 3 ) ( 100.0 ) ( ) ( )
100.0

( 1 ) ( 25.0 ) ( ) ( )
16.7 22.2

( 2 ) ( 50.0 ) ( ) ( )
16.7 11.1

( 1 ) ( 25.0 ) ( ) ( )
22.2 55.6

( ) ( ) ( ) ( )
11.1 11.1

( ) ( ) ( ) ( )
16.6

( ) ( ) ( ) ( )
5.6

( ) ( ) ( ) ( )
11.1

( ) ( ) ( ) ( )

( 4 ) ( 100.0 ) ( ) ( )
100.0 100.0

3

18

1

1

1

3

1

※（　）内は、短時間勤務職員数及び同職員の構成比を示す。
9

令 和 ３ 年 1 月 1 日 現 在
（ 本 年 度 ）

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

1

100.09

2

1

2

2

18

3

3

4 5

1

構成比職員数

（％）

2

（人）

　（３）　級別職員数

（人）

職員数 構成比

（％）

区　　　　　　　　　　分

一般行政職等

4

3

2

3

技能労務職

6

２　級

令 和 ２ 年 1 月 1 日 現 在
（ 前 年 度 ）

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

１　級
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（級別の基準となる職務）

1 課長、室長及び担当副参事の職務

2 副総合支所長（久居総合支所副総合支所長を除く。）の職務

1 部長及び担当理事並びに久居総合支所長の職務

2 部次長及び担当参事の職務

3 総合支所長（久居総合支所長を除く。）の職務

4 久居総合支所副総合支所長の職務

1 消防長の職務

2 困難な業務を所掌する部長及び担当理事の職務

3 困難な業務を所掌する総合支所長（久居総合支所長に限る。）の職務

担当主幹の職務

６級

一般行政職等

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務

３級 主査の職務

４級

７級

８級

担当副主幹の職務

５級
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　（４）　昇給

　（５）　特殊勤務手当

　（６）　期末手当・勤勉手当

※(　)内は、再任用短時間勤務職員の支給率を示す。

　（７）　その他の手当

2.250 2.250 4.500

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

2.225 2.225 4.450

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

18 9

　　比　　　　　　　率　　　　　　（Ｂ）/（Ａ） （％） 100.00 100.00 100.00

18 9

　　昇 給 に 係 る 職 員 数 　 （Ｂ） （人） 27 18 9
前
　
年
　
度

　　職　　　員  　　数　　　　 （Ａ） （人） 27

　　号  給  数  別　内  訳 ４ 号 給（人） 27

18 9

　　比　　　　　　　率　　　　　　（Ｂ）/（Ａ） （％） 100.00 100.00 100.00

18 9

　　昇 給 に 係 る 職 員 数 　 （Ｂ） （人） 27 18 9
本
　
年
　
度

　　職　　　員  　　数　　　　 （Ａ） （人） 27

　　号  給  数  別　内  訳 ４ 号 給（人） 27

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 一般行政職等 技能労務職

前　　年　　度 有

本　　年　　度 有

代 表 的 な モーターボート競走場に勤務する職員の特殊勤務手当

特 殊 勤 務 手 当 変則勤務による業務に従事する職員の特殊勤務手当

区　　　   分
支給期別支給率

支給率計
（月分）

　備　　考　

職制上の段階、

職 務 の 級 等 に

６月（月分） １２月（月分） よ る 加 算 措 置

全　職　種

通　勤　手　当 同　　　じ

地　域　手　当 同　　　じ

住　居　手　当 同　　　じ

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　養　手　当 同　　　じ

一　般　会　計
の　　制　　度

有
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

2.225 2.225 4.450

一般行政職等 技能労務職 備　　　　考区　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 の

100.00 100.00 100.00比 率 （ ％ ）

（令和3年１月１日現在）

給 料 総 額 に 対 す る
5.33 5.32 5.34

比 率 （ ％ ）
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施設整備
基金

建設改良
積立金

その他

千円 千円 千円 千円

2 28,570 28,570

3 471,408 471,408

4 1,418,111 1,418,111

5 974,099 974,099

6 1,054,771 1,054,771

計 3,946,959 1,918,089 2,028,870

1 資本的支出 1 建設改良費
モーターボート
競走場競技棟等
整備事業

　継続費に　　関する調書

款 項 事 業 名

全 体 計 画

年度 年 割 額

同 左 財 源 内 訳
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千円 千円 千円 千円 千円 ％
28,570 28,570 0.7

471,408 471,408 11.9

1,418,111 35.9

974,099 24.7

1,054,771 26.8

28,570 471,408 499,978 3,446,981 100.0

　継続費に　　関する調書

前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見

込)額

当該年度支
払義務発生
予　定　額

当該年度末
までの支払
義務発生予

定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する

進捗率
備考
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単位　円

１  固 定 資 産
(1) 有 形 固 定 資 産

イ　土 地 1,498,940,103

ロ 建 物 7,178,702,164

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △1,405,678,074 5,773,024,090

ハ 建 物 附 属 設 備 549,353,654

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △216,306,923 333,046,731

二 構 築 物 34,987,938

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △8,691,445 26,296,493

ホ 機 械 及 び 装 置 907,184,043

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △573,021,307 334,162,736

へ 車 両 運 搬 具 3,519,225

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △1,258,750 2,260,475

ト 船 舶 15,331,575

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △10,750,020 4,581,555

チ 工 具 、 器 具 及び 備 品 986,366,928

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △529,768,970 456,597,958

リ リ ー ス 資 産 0

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヌ 建 設 仮 勘 定 507,010,000

8,935,920,141

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ　出 資 金 40,000,000

ロ 基 金 1,750,257,729

1,790,257,729

10,726,177,870

２　流 動 資 産

(1)  　　　　　 現   金   預   金 9,910,342,331

(2)               未     収      金 125,000,000

(3)               未     収      金 0

10,035,342,331

20,761,520,201

固 定 資 産 合 計

令和３年度津市モーターボート競走事業予定貸借対照表
(令和4年3月31日)

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固 定 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 0

(3)            退職給与引当金

イ　退 職 給 付 引 当 金 236,304,752

236,304,752

236,304,752

４　流 動 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 0

(3)               未      払     金 803,000,000

(4)               前      受     金 12,095,000

(5)               賞与引当金

イ　賞 与 引 当 金 15,131,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,848,000

17,979,000

(5)                  預      り     金 220,000,000

1,053,074,000

５　繰 延 収 益
(1)            長期前受金 348,291,307

(2)            長期前受金
△91,730,917

256,560,390

1,545,939,142

６　資  本  金 11,159,579,290

７　剰  余  金
(1)                 利  益  剰  余  金

イ　利 益 積 立 金 0

ロ　建 設 改 良 積 立 金 5,827,788,769

ハ　当年度未処分利益剰余金 2,228,213,000

8,056,001,769

8,056,001,769

19,215,581,059

20,761,520,201

引 当 金 合 計

負 債 の 部

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

前 受 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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単位　円

1 営業収益

(1) 開催収益 58,999,100,000

(2) 場間場外発売事務受託収益 1,767,415,000

(3) その他営業収益 92,017,000 60,858,532,000

2 営業費用

(1) 開催費 51,995,347,000

(2) 場外発売場事務受託費 644,499,000

(3) 施設管理費 486,858,000

(4) 競走実施費 1,649,277,000

(5) 販売促進費 646,958,000

(6) 総係費 476,739,000

(7) 減価償却費 450,869,000

(8) 資産減耗費 82,000 56,350,629,000

営　業　利　益 4,507,903,000

3 営業外収益

(1) 使用料 50,758,000

(2) 受取利息及び配当金 1,080,000

(3) 長期前受金戻入 18,365,000

(4) 雑収益 4,336,000 74,539,000

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 3,581,000

(2) 繰出金 3,300,000,000

(3) 雑支出 602,503,000 3,906,084,000 △ 3,831,545,000

経　常　利　益 676,358,000

5 特別利益

(1) その他特別利益 0

0

6 特別損失

(1) その他特別損失 0

0 0

676,358,000

0

676,358,000

令和２年度津市モーターボート競走事業予定損益計算書

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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単位　円

１  固 定 資 産
(1) 有 形 固 定 資 産

イ　土 地 1,498,940,103

ロ 建 物 7,178,702,164

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △1,124,542,074 6,054,160,090

ハ 建 物 附 属 設 備 549,353,654

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △207,392,923 341,960,731

ニ 構 築 物 34,987,938

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △6,985,445 28,002,493

ホ 機 械 及 び 装 置 706,463,858

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △418,062,124 288,401,734

へ 車 両 運 搬 具 3,519,225

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △607,750 2,911,475

ト 船 舶 13,881,575

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △8,772,020 5,109,555

チ 工 具 、 器 具 及び 備 品 889,749,928

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △441,229,970 448,519,958

リ リ ー ス 資 産 114,620,185

　　    減 価 償 却 累 計 額減 価 償 却 累 計 額 △108,889,183 5,731,002

ヌ 建 設 仮 勘 定 78,456,000

8,752,193,141

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ　出 資 金 40,000,000

ロ 基 金 2,221,442,729

2,261,442,729

11,013,635,870

２　流 動 資 産

(1)  　　　　　 現   金   預   金 7,328,803,146

(2)               未     収      金 23,000,000

(3)               未     収      金 0

7,351,803,146

18,365,439,016

固 定 資 産 合 計

令和２年度津市モーターボート競走事業予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

- 20 -



３　固 定 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 0

(3)            退職給与引当金

イ　退 職 給 付 引 当 金 225,117,752

225,117,752

225,117,752

４　流 動 負 債
(1)            企 　 　業　　 債

イ　
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 0

0

(2)            リース債務 25,329,815

(3)               未      払     金 616,000,000

(4)               前      受     金 12,095,000

(5)               賞与引当金

イ　賞 与 引 当 金 15,131,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,848,000

17,979,000

(6)                  預      り     金 220,000,000

891,403,815

５　繰 延 収 益
(1)            長期前受金 333,291,307

(2)            長期前受金
△71,741,917

261,549,390

1,378,070,957

６　資  本  金 11,159,579,290

７　剰  余  金
(1)                 利  益  剰  余  金

イ　利 益 積 立 金 0

ロ　建 設 改 良 積 立 金 5,151,430,769

ハ　当年度未処分利益剰余金 676,358,000

5,827,788,769

5,827,788,769

16,987,368,059

18,365,439,016

引 当 金 合 計

負 債 の 部

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

前 受 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金
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節 予定額（千円）

1 46,823,052

1 46,742,932

1 開 催 収 益 44,654,600

舟 券 発 売 金 44,654,600
自場開催レースに係る舟券売上
金、舟券返還金

2
場 間 場 外 発 売
事 務 受 託 収 益

1,998,416

場 間 場 外 発 売
事 務 受 託 収 益

1,998,416
他場開催レースに係る発売事務
受託収益

3
そ の 他
営 業 収 益

89,916

入 場 料 52,916 入場料、有料席料（各指定席）

時 効 金 37,000 払戻金、返還金に係る時効金

2 80,120

1 使 用 料 51,997

売 店 等 使 用 料 3,354 売店使用料ほか

土 地 貸 付 料 48,643 旧駐車場用地土地貸付料ほか

2
受 取 利 息
及 び 配 当 金

723

基 金 利 息 223
モーターボート競走事業施設整
備基金利息

預 金 利 息 500 預金利息

4
長 期 前 受 金
戻 入

19,989

受贈財産評価額 19,128
受贈により取得した償却資産の
減価償却見合い分

そ の 他
長期前受金戻入

861
助成金等により取得した償却資
産の減価償却見合い分

5 雑 収 益 7,411

雑 収 益 7,411 電気水道料ほか

令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収　　　　　　入

備　　　　　　考

営 業 収 益

款　　　項 目

モーターボート
競走事業収益

営業外収益

－22－



節 予定額（千円）

1 44,594,839

1 44,529,057

1 開 催 費 39,760,674

委 託 料 1,973,150
場外発売開催経費等委託料、場
外発売場管理運営業務委託料

使 用 料
及 び 賃 借 料

24,539 場外発売場建物借上料

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

1,776,780
電話投票負担金、環境整備協力
負担金ほか

法 定 交 納 付 金 2,256,712 日本財団交付金ほか

払 戻 金
及 び 返 還 金

33,729,493 舟券払戻金、舟券返還金

2
場 外 発 売 場
事 務 受 託 費

751,454

委 託 料 413,900
場外発売場管理運営業務委託
料

使 用 料
及 び 賃 借 料

289,674 場外発売場建物借上料

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

47,880 環境整備協力負担金

3 施 設 管 理 費 693,770

備 消 品 費 13,302 各種施設用備消品費

燃 料 費 3,899 競技棟暖房用燃料費ほか

光 熱 水 費 142,214 電気、上下水道及びガス料金

修 繕 費 41,500 建物、各種設備等修繕費ほか

手 数 料 2,352 各種検査、汚泥汲取手数料

保 険 料 1,451 建物総合損害共済掛金

委 託 料 399,837
場内設備運転管理等業務委託
料ほか

使 用 料
及 び 賃 借 料

60,451 競走水面借上料ほか

款　　　項 目

営 業 費 用

モーターボート
競走事業費用

支　　　　　　出

備　　　　　　考

－23－



節 予定額（千円）

工 事 請 負 費 5,500 施設工事費

原 材 料 費 23,139 施設補修用原材料費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

125 津地区防火協会会費ほか

4 競 走 実 施 費 1,744,794

報 酬 108,109 会計年度任用職員報酬

職 員 手 当 11,898 期末手当

法 定 福 利 費 19,063 健康保険料ほか

報 償 費 519 優勝カップほか

選 手 賞 金 952,881 選手賞金

旅 費 140 視察・研修用旅費

備 消 品 費 53,774 各種事業用備消品費

ボート・モーター費 79,580 競走用ボート・モーター購入費

燃 料 費 1,671 モーター整備用燃料費

食 糧 費 40 モーター性能検査用食糧費

印 刷 製 本 費 66 各種事業用印刷費

修 繕 費 5,221 競技、競走実施用備品等修繕費

手 数 料 532
ボート・モーター検査、登録料ほ
か

委 託 料 446,893
発券機等運用管理業務委託料
ほか

使 用 料
及 び 賃 借 料

1,820 出走表データ使用料ほか

原 材 料 費 18,734
競走用ボート・モーター用部品
ほか

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

43,853
全国モーターボート競走施行者
協議会特別分担金ほか

支　　　　　　出

款　　　項 目 備　　　　　　考

－24－



節 予定額（千円）

5 販 売 促 進 費 672,929

報 償 費 129,306
電話投票会員ポイント還元用報
償費ほか

備 消 品 費 5,889 各種広報宣伝用消耗品費

食 糧 費 1,533 冠スポンサー用食糧費ほか

印 刷 製 本 費 23,516 各種広報宣伝用印刷費

修 繕 費 200 広報宣伝用備品等修繕費

通 信 運 搬 費 863 各種景品等送料

広 告 料 281,292
新聞・電波等媒体、協賛等広告
料

保 険 料 50 イベント時保険料

委 託 料 119,130 広報宣伝事業委託料ほか

使 用 料
及 び 賃 借 料

111,150 バス借上料ほか

6 総 係 費 476,442

給 料 107,958 職員３０名分給料

職 員 手 当 100,962 扶養手当、通勤手当ほか

法 定 福 利 費 37,085
市町村職員共済組合負担金ほ
か

報 償 費 253 来賓者用記念品

旅 費 7,323
施行者、場外発売場、関係団体
等訪問、各種研修参加等旅費

交 際 費 967
施行者、場外発売場、関係団体
等訪問時手土産代ほか

備 消 品 費 6,490 各種事務用備消品費

燃 料 費 299 公用車燃料費

食 糧 費 1,150 来賓者用食糧費

備　　　　　　考目

支　　　　　　出

款　　　項
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節 予定額（千円）

印 刷 製 本 費 220 各種事務用印刷費

修 繕 費 469 公用車の車検・修繕費

通 信 運 搬 費 8,500
郵送料、通話料、回線使用料ほ
か

手 数 料 66 クリーニング代ほか

保 険 料 277 リース動産に係る保険料ほか

委 託 料 3,012 公営企業会計支援業務委託料

使 用 料
及 び 賃 借 料

205 有料道路通行料

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

171,983 選手共済制度分担金ほか

公 課 費 7 公用車の自動車重量税

退職給付引当金
繰 入 額

11,187 当年度末退職給付引当金

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

17,979
次年度期末勤勉手当及び法定
福利費の当年度相当分

補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

50 舟券発売に係る過誤補填金

7 減 価 償 却 費 428,994

建物減価償却費 281,136 スタンド棟ほか建物減価償却費

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 費

8,914
スタンド棟空調設備ほか建物附
属設備減価償却費

構 築 物
減 価 償 却 費

1,706
駐車場照明設備ほか構築物減
価償却費

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

46,070
対岸大型映像装置ほか機械及
び装置減価償却費

車両及び運搬具
減 価 償 却 費

651 公用車減価償却費

船舶減価償却費 1,978 救助艇ほか減価償却費

工具、器具及び備
品 減 価 償 却 費

88,539
投票機器ほか工具、器具及び備
品減価償却費

款　　　項 目 備　　　　　　考

支　　　　　　出

－26－



節 予定額（千円）

2 65,782

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

512

一時借入金利息 500 一時借入金に係る利息

リ ー ス 支 払 利 息 12 リース債務に係る支払利息

2 消 費 税 4,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

4,000 消費税及び地方消費税

6 雑 支 出 61,270

雑 支 出 61,270
資本的支出に係る消費税費用
化

支　　　　　　出

備　　　　　　考

営業外費用

款　　　項 目

－27－



節 予定額（千円）

1 486,408

3 471,408

1 基 金 繰 入 金 471,408

基 金 繰 入 金 471,408
モーターボート競走事業施設整
備基金繰入金

5 15,000

1 補 助 金 15,000

補 助 金 15,000 機器整備支援助成金

節 予定額（千円）

1 699,544

1 699,321

1 建 設 改 良 費 471,408

工 事 請 負 費 437,430 競技棟等工事費

委 託 料 33,978
競技棟等工事監理業務委託料
ほか

2 設 備 購 入 費 227,913

機 械 装 置 費 94,710 機械装置購入費

船 舶 購 入 費 1,595 船舶購入費

工 具 、 器 具
及び備品購入費

106,278 備品購入費

リ ー ス 債 務
支 払 額

25,330 リース債務支払額

3 223

2 基 金 積 立 金 223

基 金 積 立 金 223
モーターボート競走事業施設整
備基金積立金

目

支　　　　　　出

備　　　　　　考

資 本 的 収 入

基金繰入金

資本的収入及び支出

収　　　　　　入

款　　　項 目 備　　　　　　考

補 助 金

資 本 的 支 出

建設改良費

投 資

款　　　項

－28－
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注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物      ８～３６年 

建物附属設備   １～１３年 

構築物     ３～３１年 

機械及び装置  ２～１４年 

車両運搬具  ４～ ５年 

船舶 ３～ ４年 

工具器具及び備品 ２～ ８年 

 （２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に 

相当する金額を計上している。 

（２）賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込 

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末 

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

該当事項なし。 
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Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として 45,391 千円を支給するため、賞

与引当金 15,131 千円を取り崩す。 

（２）法定福利費引当金の取崩し 

   令和３年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 8,550 千円を

支給するため、法定福利費引当金 2,848 千円を取り崩す。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

 

Ⅴ．その他の注記 

該当事項なし。 



津市告示第１８８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２１年津市告示第１９４号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和３年６月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  栗真小川町自治会 

  三重県津市栗真小川町３９１番地１ 

  代表者 岩中 紀 

２ 変更に係る事項 

 区域 

変更前 

本会の区域は、津市栗真小川町（小川園自治会の区域（津

市栗真小川町８６３番地１６、８６３番地６４、８６３番地

３５及び８６９番地１を結ぶ区域、９０１番地２から９０１

番地５までの区域、９１０番地２、９２０番地６並びに９０

５番地２）を除く。）地内並びに津市栗真中山町４７４番地

２、５０２番地２、５３４番地１、５３４番地２、５３５番

地２、５３６番地、５３８番地及び５４３番地の区域とす

る。 

変更後 

本会の区域は、津市栗真小川町（小川園自治会の区域を除

く。）地内並びに津市栗真中山町４７４番地２、５０２番地

２、５３４番地１、５３４番地２、５３５番地２、５３６番

地、５３８番地、５４１番地及び５４３番地の区域とする。 

３ 変更年月日 

  令和３年５月２３日 

４ 変更の理由 

  地縁による団体の区域の変更が、令和３年５月２３日の定期総会において

承認されたため。 



津市告示第１８９号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１５年美杉村告示第１４９号で認可した地縁による団体から告示され

た事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり

告示する。 

  令和３年６月１５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  石名原地区 

  三重県津市美杉町石名原１６８４番地 

  代表者 境 光司 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
松本 昭雄 

三重県津市美杉町石名原８９３番地 

変更後 
境 光司 

三重県津市美杉町石名原１８９２番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和３年５月２９日の定期総会において改選

されたため。 



津市公告第６８号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和３年６月２日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和３年５月３１日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市一志町みのりが丘及び一志町八太地内（２－４工区） 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  松阪市大黒田町３００番地 

  株式会社倉口建設 

  代表取締役 倉口 常雄 



津市公告第６９号 

 次のとおり津市モーターボート競走場来場者空間リニューアルプラン検討支

援業務公募型プロポーザルを実施するので、公告します。 

  令和３年６月２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 業務の概要 

   件名 

   津市モーターボート競走場来場者空間リニューアルプラン検討支援業務 

   業務内容 

 別紙「津市モーターボート競走場来場者空間リニューアルプラン検討支

援業務仕様書」のとおり 

   予算額 

   ４０，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

   履行期間 

   契約締結日から令和４年３月３１日まで 

   担当部署 

   津市ボートレース事業部経営管理課 

   〒５１４－０８１５ 三重県津市藤方６３７番地 

   電話    ：０５９－２２４－５１０５ 

   ＦＡＸ   ：０５９－２２２－８２１０ 

   Ｅ－ｍａｉｌ：224-5105@city.tsu.lg.jp 

 

２ 実施要領等の配布 

  実施要領等は、津市ホームページ（https://www.info.city.tsu.mie.jp/）

からダウンロードすることができます。 

  また、令和３年６月２日（水）から令和３年６月１２日（土）までの期間

に、担当部署（津市ボートレース事業部経営管理課）でも配布します。配布

時間は、午前９時００分から午後５時００分までとしますが、期間中のボー

トレース津のレース開催日に限ります。 

 

３ プロポーザル実施スケジュール（予定） 

実施の公告（実施要領の公表） 令和３年６月２日（水） 

質問書提出期間 令和３年６月２日（水）～ 

令和３年６月９日（水）１２時００分 

質問回答 令和３年６月１１日（金） 



参加申込（辞退）届、参加資格書

類、及び企画提案書の提出期間 

令和３年６月２日（水）～ 

令和３年６月１６日（水）１２時００

分 

参加資格審査結果の通知 令和３年６月１７日（木） 

審査 令和３年６月１８日（金） 

審査結果通知 令和３年６月２４日（木） 

契約締結予定日 令和３年６月３０日（水） 

 

４ 参加資格要件 

  以下の参加資格要件の全てを満たす事業者であることとします。 

  津市契約規則(平成１８年津市規則第４０号)第７条に規定する津市競争 

入札参加資格者名簿に登載されていること。登載されていない場合にあっ 

ては、以下の書類を提出し確認を受けていること。 

ア 法人にあっては、履歴事項全部証明書(登記簿謄本) 

イ 商号登記をしている個人にあっては、履歴事項全部証明書(商号登記

簿謄本) 

ウ 商号登記をしていない個人にあっては、身分証明書及び登記されてい

ないことの証明書 

エ 印鑑(登録)証明書 

   国税、本社所在地における都道府県税及び市町村税（支店等が入札及び

契約を行う場合は、本店所在地及び支店等所在地の都道府県税及び市町村

税）の滞納がないこと。 

   地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当するものでないこと。 

  津市建設工事等指名停止基準(平成２１年４月８日施行)による指名停止

を受けている者でないこと。 

  自己又は自社の役員等が次の各号のいずれにも該当する者でないこと、

及び次の各号に掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法

律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

イ 暴力団員(同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。) 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 



エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害 

を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな 

ど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与して 

いる者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者  

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

  民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づく再生手続開始の申立て、 

会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づく更生手続開始の申立て、 

破産法(平成１６年法律第７５号)に基づく破産手続開始の申立て、会社法 

(平成１７年法律第８６号)に基づく清算の開始又は会社法の施行に伴う関 

係法律の整備等に関する法律(平成１７年法律第８７号)第６４条の規定に 

よる改正前の商法(明治３２年法律第４８号)に基づく整理開始の申立て若 

しくは通告がなされていない者であること。 

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基

づく更生手続開始の申立てがなされた者であって、再生計画又は更生計画

が認可された者を除く。 

   手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でな

いこと。 

  持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針策定(平成２８年１２月持続

可能な開発目標(ＳＤＧｓ)推進本部第２回会合)以降に受注した、官公庁

（国（中央官庁、地方支分部局）や地方公共団体（都庁、府庁、道庁、県

庁、市役所、区役所、町役場、村役場等））の施設又は公営競技の施設に

ついて基本構想・基本計画策定の実績を１件以上有していること。 

  入札参加資格審査の申請において、提出された書類の記載事項に虚偽が

ないこと。 

 

５ 審査方法等 

  本プロポーザルの審査は、参加資格要件を満たすかつ業務実績書等、企画 

提案書、及びＤＶＤの提出があった参加書に対し、「津市モーターボート競 

走場来場者空間リニューアルプラン検討支援業務プロポーザル方式審査基準」 

に基づいた審査方式で審査を実施する。審査については、津市モーターボー 



ト競走場来場者空間リニューアルプラン検討支援業務プロポーザル方式審査 

委員会（以下「審査委員会」という。）において行います。 

なお、審査委員会は外部の有識者及び本市の職員で構成するものとするが

委員の氏名等は、審査が終了するまで公表しません。 

  審査の方法 

基礎能力を審査する業務実績書等及び提案の的確性妥当性を審査する企 

画提案書並びに提案内容を説明したプレゼンテーションやリニューアルプ 

ランの検討時の支援方法やアピールポイントを収録した動画（ＤＶＤ）の 

視聴により総合的に判断し、評価に係る点数を合計し、その総合計点数の 

最上位者を当該業務の履行に最も適した候補者として決定するものとしま 

す。 

 

６ 契約手続き等 

  審査の結果により最上位として選定された最優先候補者を当該業務に係る 

随意契約の見積徴取の相手方として、契約の交渉を行います。ただし、その 

者との契約が成立しない場合は、次点者との交渉を行います。 

 

７ その他 

  本プロポーザルに関する詳細は「津市モーターボート競走場来場者空間リ 

ニューアルプラン検討支援業務プロポーザル方式実施要領」によるものとし 

ます。 

 

【問い合わせ先】 

津市ボートレース事業部経営管理課 

電話    ：０５９－２２４－５１０５ 

ＦＡＸ   ：０５９－２２２－８２１０ 

Ｅ－ｍａｉｌ：224-5105@city.tsu.lg.jp 



津市公告第７０号 

 三重県津保健所長から動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第

１０５号）第３６条第２項の規定に基づく負傷動物の収容について通知があり

ましたので公告します。 

  令和３年６月２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 負傷動物の特徴 

保護した場所 動物種及び

種類 

毛色等 性別 体格 年齢 その他 

雲出本郷町 猫（雑種） キジ白 

短 

不明 中 ９１日

以上 

 

２ 収容日  令和３年５月２８日 

３ 収容期間 令和３年６月３日まで 

４ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話番号０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所衛生指導課 

        電話番号０５９－２２３－５１１２ 

 

 



 

 

津市公告第７１号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和３年６月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月18日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

666,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月15日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月18日

契約締結の日から 令和3年8月23日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店 営業収入金額を有すること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店

地質調査

同種業務
実績要件

営繕課

令和３年度営生学第１－１２号

南が丘地区放課後児童クラブ整備工事に係る地質調査業務委託

地内津市 垂水

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　１０m×１箇所

地質調査
登録要件

503060701

免 除

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

無

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月18日

免 除

午前９時００分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月23日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月18日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

748,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月15日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月18日

契約締結の日から 令和3年8月23日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店 営業収入金額を有すること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店

地質調査

同種業務
実績要件

営繕課

令和３年度営教総第１－１０号

津市立橋南中学校改修工事に係る地質調査業務委託

地内津市 上弁財町津興

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　１２m×１箇所

地質調査
登録要件

503060702

免 除

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

無

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月18日

免 除

午前９時１０分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月23日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月18日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

1,243,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月15日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月18日

契約締結の日から 令和3年8月23日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店 営業収入金額を有すること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店

地質調査

同種業務
実績要件

営繕課

令和３年度営教総第１－９号

津市立上野小学校改修工事に係る地質調査業務委託

地内津市 河芸町上野

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　２０m×１箇所

地質調査
登録要件

503060703

免 除

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月18日

免 除

午前９時２０分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月23日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月18日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

1,336,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月15日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月18日

契約締結の日から 令和3年8月23日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店 営業収入金額を有すること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店

地質調査

同種業務
実績要件

営繕課

令和３年度営教総第１－１１号

津市立西橋内中学校改修工事に係る地質調査業務委託

地内津市 東古河町

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　２７m×１箇所

地質調査
登録要件

503060704

免 除

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月18日

免 除

午前９時３０分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月23日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月18日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

6,279,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月15日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月18日

契約締結の日から 令和3年10月1日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店

市内支店等

営業収入金額を有すること

営業収入金額が５億円以上であること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店又は市内支店等

地質調査

同種業務
実績要件

営繕課

令和２年度営建整補第１－１９号

香良洲高台防災公園管理棟及び屋内運動施設新築工事に係る地質調査業務委託

地内津市 香良洲町

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　４５m×４箇所

地質調査
登録要件

503060705

契約金額の１００分の１０以上

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月18日

免 除

午前９時４０分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月23日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

503060706

令和3年10月11日

土木一式

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　１８５m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北道維第６号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

必着令和3年6月18日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｄ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

側溝工　７０m

集水桝・マンホール工　５箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

本町地内道路改修工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 本町

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前９時５０分

3,615,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１０時１０分

4,317,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

西古河町安東町第１号線道路整備（舗装）工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 安東町

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｃ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月18日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060707

令和3年9月3日

舗装

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

切削オーバーレイ工　６７７m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北道維環第２号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１０時３０分

7,033,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

殿舟団地第１号線道路整備（舗装）工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 小舟

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｂ・Ａ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月18日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060708

令和3年9月17日

舗装

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　１，２８０m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北道維環第１号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

503060709

令和3年8月27日

塗装

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

溶融式カラー舗装　８４m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北交安第２号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

必着令和3年6月18日

無

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

【地区】

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

Ａ１・Ａ２

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

八町美川町線交通安全施設（塗装）整備工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 桜田町及び神戸

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１０時５０分

1,460,000

・同種工事実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で定
める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄道、空
港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

過去１０年間（平成２３年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
塗装工事で発注された路面標示・ライン設置工事等(舗装工事等に含まれるものを除く）

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

津市水道事業指定給水装置工事事業者であること

本公告の日から

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日 工 事 担 当 課

設計図書
の 閲 覧

管

所在地要件

【格付】

【格付】

閲覧期間

津市 一色町 地内

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

市内本店

　給水配管　一式

※上記に係る機械設備修繕　一式

契約締結の日から

建設業許可 特定・一般

津・香良洲

令和3年9月3日

まで

令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

ホームページにて回答

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

参加資格
に関する
事 項

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

技術者要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

常駐配置（主任技術者と兼務可）

【地区】

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限

主任(監理)技術者

令和3年6月18日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

まで

津市役所（本庁舎）７階　入札室

発注業種

現場代理人

同種工事
実績要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【地区】

地 域 ・
格付要件

あり

Ｃ

必着令和3年6月18日

無

免 除

有

回 答 日

入札保証金

部 分 払

郵 送 先

入札方法

提出期限

最低制限価格

契約保証金

無

免 除

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

前 金 払

その他

令和3年6月15日

令和3年6月23日 午前１１時００分

1,449,000

503060710

まで

消防総務課

令和３年度消総第２－１号

津・香良洲

格付要件

【格付】【地区】

購入期間

販 売 店

本公告の日から 令和3年6月18日

閲覧場所

その他要件

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

津市中消防署西分署給水設備取替修繕

給水設備取替修繕



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１１時１０分

2,752,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

　空冷ヒートポンプ式パッケージエアコン　１組

※上記に係る機械設備工事等　　一式

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

津市青山高原保健休養地管理センター空調設備設置工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 白山町伊勢見

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

Ｃ・Ｂ

Ｃ

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｃ・Ｂ・Ａ

【地区】久居

久居

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月18日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060711

一志・美杉

久居

令和3年11月5日

久居

管

所在地要件

まで

営繕課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

白山

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

空調設備設置

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度営白地補第２７号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１１時２０分

4,673,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

　（防水改修）

※上記に係る建築工事等　一式

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

津市市営ぜにやま団地１号館屋上防水改修工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 神戸

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ａ１・Ａ２

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月18日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060712

令和3年9月10日

防水

所在地要件

まで

市営住宅課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

改修

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度住補第３号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月18日

令和3年6月23日 午前１１時３０分

6,095,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

　　（防水改修、外装改修、塗装改修、躯体改修）

解体

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

香良洲地域水防ステーション改修工事

※上記に係る建築工事等　一式

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 香良洲町

令和3年6月10日

令和3年6月15日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｄ・Ｃ・Ｂ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月18日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月18日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060713

令和3年9月28日

建築一式

所在地要件

まで

営繕課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

改修

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度営消総第２８号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

改修

技術者要件

特定

同種工事
実績要件

Ａ

主任(監理)技術者

市内本店

建設業許可

【格付】

【格付】【地区】

その他

本公告の日から 令和3年6月22日

本公告の日から

令和3年6月24日 午前９時００分

99,786,000

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市役所（本庁舎）７階　入札室

契約保証金

令和3年6月22日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

本件契約を締結しないことがあります。

必着令和3年6月22日

無

参加資格
に関する
事 項

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

格付要件

その他要件

【地区】

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で
配置するときはこの限りでない。）

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

販 売 店

入札方法

提出期限

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

最低制限価格

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

有

提出期限 令和3年6月11日

発注業種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

建築一式

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

工 期

503060714　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

外構増築

津市 新家町 地内

津市立桃園小学校普通教室棟増築その他工事

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和3年6月7日

　普通教室棟　鉄骨造平家建　延面積２０４m2

【地区】

・令和３年６月３０日までに本件に係る国からの補助の内示（事業認定）がなかったときは、

まで

営繕課

令和３年度営教総補第２０号

【格付】

有

常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）

※上記に係る建築工事等　　一式

　（建具改修、内外装改修、塗装改修、躯体改修）

現場代理人

令和3年6月16日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和4年1月18日

　渡り廊下　鉄骨造平家建　延面積３２m2

契約締結の日から

地 域 ・
格付要件



円　（税抜き）

503060715

令和3年11月26日

土木一式

所在地要件

まで

津南工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　１１６m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度南道維環第１号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月25日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

必着令和3年6月25日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｃ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

側溝工　１５５m

集水桝・ﾏﾝﾎｰﾙ工　９箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

桜茶屋第１３号線ほか２線道路整備工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 高茶屋二丁目及び高茶屋小森町

令和3年6月16日

令和3年6月21日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

令和3年6月30日 午前９時００分

9,948,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　（税抜き）

まで

津北工事事務所

令和３年度北道維第７号

津・香良洲

【格付】

有

常駐配置（主任技術者と兼務可）現場代理人

令和3年6月21日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和3年12月10日契約締結の日から

地 域 ・
格付要件

発注業種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

土木一式

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津・香良洲

工 期

503060716　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

場所打水路工　２０２m

津市 海岸町 地内

海岸町地内排水路改修工事

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和3年6月7日

【地区】

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

販 売 店

入札方法

提出期限

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

最低制限価格

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

有

提出期限 令和3年6月16日

参加資格
に関する
事 項

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

格付要件

その他要件

【地区】

２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（専任配置）

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

本公告の日から

令和3年6月30日 午前９時２０分

33,515,000

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市役所（本庁舎）７階　入札室

契約保証金

令和3年6月25日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和3年6月25日

無

技術者要件

特定・一般

同種工事
実績要件

あり

Ｂ

主任(監理)技術者

市内本店

建設業許可

【格付】

【格付】【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

令和3年6月30日 午前９時４０分

17,488,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

基層　１，２２８m2

路上路盤再生工　１，２１０m2

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

塔世橋南郊線道路改良(舗装)工事（その２）

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 藤方

令和3年6月16日

令和3年6月21日

まで

参加資格
に関する
事 項

Ａ

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

【地区】

発注業種

前 金 払

必着令和3年6月25日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月25日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503060717

令和3年10月29日

舗装

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　１，２２８m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和２年度北道維補第３号　

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

まで

津南工事事務所

令和３年度南道新補１号

【格付】

有

常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）現場代理人

令和3年6月21日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和4年2月28日

路上路盤再生工　１２，６１０m2

契約締結の日から

地 域 ・
格付要件

発注業種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

舗装

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

工 期

503060718　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

表層　１２，６１０m2

津市 榊原町ほか２町 地内

庄田榊原線道路改良（舗装）工事（その１）

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和3年6月7日

基層　１２，６１０m2

【地区】

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

販 売 店

入札方法

提出期限

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

最低制限価格

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

有

提出期限 令和3年6月16日

参加資格
に関する
事 項

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

格付要件

その他要件

【地区】

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で
配置するときはこの限りでない。）

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

本公告の日から

令和3年6月30日 午前１０時００分

128,127,000

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市役所（本庁舎）７階　入札室

契約保証金

令和3年6月25日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和3年6月25日

無

技術者要件

特定

同種工事
実績要件

Ａ

主任(監理)技術者

市内本店

建設業許可

【格付】

【格付】【地区】



円　（税抜き）

503060719

令和4年5月9日

電気

所在地要件

まで

営繕課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

新築

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度営市交継第２２号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月25日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

なかったときは、本件契約を締結しないことがあります。

必着令和3年6月25日

有

・本件に係る「令和３年度営市交継第２１号（仮称）津市津西会館別館建築工事」が契約に至ら

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

【地区】

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

Ａ１

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

　鉄骨造平家建

　延面積４１１m2

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

（仮称）津市津西会館別館電気設備工事

※上記に係る電気設備工事　一式

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 観音寺町

令和3年6月16日

令和3年6月21日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

令和3年6月30日 午前１０時２０分

17,414,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　（税抜き）

503060720

令和4年5月9日

管

所在地要件

まで

営繕課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

新築

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度営市交継第２３号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和3年6月25日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

なかったときは、本件契約を締結しないことがあります。

必着令和3年6月25日

有

・本件に係る「令和３年度営市交継第２１号（仮称）津市津西会館別館建築工事」が契約に至ら

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

【地区】

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

Ａ

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

　鉄骨造平家建

　延面積４１１m2

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

（仮称）津市津西会館別館機械設備工事

※上記に係る機械設備工事　一式

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 観音寺町

令和3年6月16日

令和3年6月21日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

令和3年6月30日 午前１０時３０分

19,118,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



主任(監理)技術者

東海三県（三重県、愛知県、岐阜県）内本店又は支店等

建設業許可

過去１０年間（平成２３年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
土木一式工事で発注された、海上作業による堤防・防潮堤・護岸等の築造等工事（共同
企業体による工事の場合は、出資比率２０％以上とする。）

【格付】

【格付】【地区】

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

本公告の日から

令和3年6月30日 午前１０時４０分

・同種工事実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で定
める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄道、空
港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市役所（本庁舎）７階　入札室

契約保証金

令和3年6月25日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和3年6月25日

無部 分 払

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

参加資格
に関する
事 項

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

格付要件

その他要件

【地区】

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で
配置するときはこの限りでない。）

（審査基準日：令和元年１０月１日～令和２年９月３０日）

経営事項審査において発注業種の年平均完成工事高を有すること

技術者要件

特定

同種工事
実績要件

なし

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

有

提出期限 令和3年6月16日

発注業種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

土木一式

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【地区】

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

販 売 店

入札方法

提出期限

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

最低制限価格

設計図書
の 購 入

地 域 ・
格付要件

工 期

503060721　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

裏法被覆工　１０６m

津市 香良洲町 地内

香良洲漁港海岸保全施設整備工事

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和3年6月7日

波返工　１１５m

開札後に公表 （ただし、落札候補者がない場合を除く）

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本件は予定価格を事後公表（開札後に公表）する試行案件です。

　なお、最低制限価格の設定にあたっては、増減調整をしないものとします。

まで

水産振興室

令和３年度水振補第１号

【格付】

有

常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）現場代理人

令和3年6月21日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和4年2月9日契約締結の日から



【ﾌﾞﾛｯｸ】

【総合評価落札方式】事後審査型条件付一般競争入札

令和3年6月29日 津市ホームページ「入札・契約」にて公表

建設業許可

常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）

特定

現場代理人

所在地要件

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で
配置するときはこの限りでない。）

主任(監理)技術者

【格付】
地 域 ・
格付要件

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年6月7日

基層　６，２００m2

路上路盤再生工　６，２００m2

塔世橋南郊線道路改良（舗装）工事（その１）

表層　６，２００m2

津市 雲出本郷町及び雲出島貫町 地内

契約締結の日から起算して200日間

Ａ

参加資格
に関する
事 項

舗装

施工実績評価資料（同種・同規模工事実績に関する資料） 【第５号様式】

総合評価方式
の類型

工事成績重視型（津市建設工事総合評価落札方式試行要領第３条第２号）

別紙「総合評価落札方式評価項目一覧」のとおり

発注業種

【地区】

【第１号様式】

令和3年7月1日

格付要件

手持ち工事量評価資料

【別紙様式】

配置予定技術者評価資料（加盟団体が発行した学習履歴証明書等の写し） 【添付資料】

その他要件

【別紙様式】

503060722

津南工事事務所

令和２年度南道維補第３号　

市内本店

工 事 担 当 課

までに自らの審査結果について書面により照会することができる。

加算方式：
総合評価点＝価格点（８０点満点）＋価格以外の評価点（２０点満点）
価格点の算出方法は以下のとおりとする。

ア．入札価格＞低入札価格調査基準価格の場合
価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（低入札価格調査基準価格－
失格基準価格）／１００＋（入札価格－低入札価格調査基準価格）｝

イ．入札価格≦低入札価格調査基準価格の場合
価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（入札価格－失格基準価格）
／１００｝

技術者要件

市内本店業者施工率評価資料
【提出資料】

評価項目
算定資料

総合評価
落札方式
に関する
事　　項

審査結果照会
照会対象項目は、価格点以外の評価項目すべてとする。

評価方法及び
落札者決定方法

入札が無効でない者のうち、予定価格の範囲内で失格基準価格以上の者について
総合評価点を算出する。総合評価点が最も高い者を落札候補者とし、総合評価点
が最も高い者が複数ある場合は、開札立会人によるくじ引きにより決定するもの
とする。

価格以外の
評価点の公表
（審査結果）

総合評価点
の算出

評価項目、評価
の内容、配点

社会貢献に関する資料
（経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写）、ISO（ISO9000s又は
ISO14001）登録証（写）又はＭ－ＥＭＳ（ステップ１又はステップ２）の認証（写））

【第６号様式】配置予定技術者評価資料（配置予定技術者の工事施工実績に関する資料）

その他に関する資料
（障がい者雇用状況報告書等の写し、労働安全衛生マネジメント認証（写））

【添付資料】

【添付資料】

評価項目算定資料届出書

1／2



円　（税抜き）

提出期限

設計図書
の 閲 覧

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

まで

令和3年6月25日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）

午後５時　 ※期限を過ぎての提出は受付け致しません。

その他

本公告の日から 令和3年6月25日

本公告の日から

令和3年7月2日 午前９時００分

78,944,000

・配置予定技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項、津市建設工事
　総合評価落札方式試行要領、津市低入札価格調査試行要領のとおりとする。

低入札価格調
査基準価格

部 分 払

販 売 店

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

入札保証金

失格基準価格未満の金額の入札は失格とする。
失格基準価格は、低入札価格調査基準価格に１０分の９を乗じて得た額（１万円未満の端数が
あるときは、これを切り捨てる。）とする。

前 金 払 有

開札日時
及び場所

予定価格

失格基準価格

設計図書
の 購 入

設計図書等
に 関 す る
質 問

津市役所（本庁舎）７階　入札室

提出期限入札方法等

評価項目
算定資料
の提出方法

入札方法

提出方法

まで

持参に限る

提 出 先

・低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、価格その他の条件が本市にとっ
て最も有利なものをもって申込みをした者であっても落札者とならない場合があります。

必着令和3年6月25日

無

・本件は総合評価落札方式試行案件です。

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

令和3年6月25日

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

提出期限 令和3年6月16日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月21日 ホームページにて回答

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛郵 送 先

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

免 除

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

有

　本件は「津市低入札価格調査試行要領」の対象工事とする。
　低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者が落札候補者となった場合においては、
落札候補者の決定を保留し、「津市低入札価格調査試行要領」に規定する低入札価格調査を実
施する。
　低入札価格調査は、低入札価格調査基準価格を下回る価格で入札を行った者から工事費に係
る積算内訳書その他の資料の提出を求めるほか、「津市低入札価格調査試行要領」第７条第２
項各号に規定する事項についての事情聴取、関係機関への照会等により行うものとする。
　調査基準価格を下回った入札を行った者に対して本市から資料の提出及び事情聴取の協力の
要請があった場合は、これに協力すること。
　なお、低入札価格調査基準価格を下回って契約する場合、次の事項を適用する。
・監理技術者の資格を有する専任の担当技術者を１名追加して工事現場に配置すること。
・契約保証金を契約金額の１０分の３以上の額とすること。
・前払金を契約金額の１０分の２以内の額とすること。

有
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津市公告第７２号 

次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年津

市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

令和３年６月９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 入札に付する事項 

  件名 ボートレース津外向発売所内自動販売機設置場所の貸付け 

  貸付けの概要 

外向発売所(津インクル)に来訪する者の利便を向上させるため、たばこ

の自動販売機（以下「自動販売機」といいます。）を設置し、適切に維持

管理を行うことを条件に外向発売所(津インクル)の一部について貸付けを

行います。 

  設置先、販売物及び貸付期間 

設置先、販売物及び貸付期間については次のとおりです。 

施設名称 
設置 
台数 

屋内屋
外の別 

販売物 貸付期間 

外向発売所(津インクル) １台 屋内 たばこ 

令和３年９月１日か

ら令和６年８月３１

日まで 

  その他貸付けに関する事項 

ボートレース津外向発売所内自動販売機設置場所の貸付けに係る実施要

領（以下「実施要領」といいます。）で定めるとおりとします。 

２ 入札に必要な事項を示す場所及び日時 

入札の心得、契約条項その他の入札に必要な事項については、公告の日か

ら入札の日までの間に実施要領、津市条件付一般競争入札参加者心得及び入

札に係る所定の様式を津市ホームページで公開すること及び津市ボートレー

ス事業部経営管理課経営管理担当（事務所棟２階）において配布することに

より示すこととします。 

３ 入札及び開札の日時及び場所 

  日時 令和３年７月８日（木）午後２時００分 即時開札 

  場所 津市藤方６３７番地 事務所棟１階 大会議室 

４ 入札保証金等 

  入札保証金及び契約保証金 

入札保証金及び契約保証金は免除とします。 

  保証人 

免除とします。 

５ 入札参加者に必要な要件 

入札参加者に必要な要件は、次のとおりとします。 



 

 

  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４各項の規

定により入札に参加できない者でないこと。 

  津市競争入札参加資格に係る指名停止措置を受けていないこと。 

  国税及び市町村税を滞納していないこと。 

  過去に本市との契約条件に違反し、又は違反行為に関与したことがない

こと。 

  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項若しくは第２

項の規定に基づく再生手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）第１７条第１項若しくは第２項の規定に基づく更生手続開始の

申立て、破産法（平成１６年法律第７５号）第１９条各項の規定に基づく

破産手続開始の申立て、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条の

規定に基づく清算の開始又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関す 

る法律（平成１７年法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法 

（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項の規定に基づく整理開始の

申立て若しくは同条第２項の規定に基づく整理開始の通告がなされていな

い者であること。ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は

会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされた者のうち再生計画又

は更生計画が認可された者を除きます。 

  次に掲げるいずれの事項にも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７ 

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）

又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

イ 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員 

等（法人の役員又はその支店若しくは営業所等を代表する者をいいます。）

である法人 

ウ 暴力団員がその経営に実質的に関与している法人 

エ 自己、自社又は第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害

を加える目的をもって暴力団を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、若しくは便宜を供与す

るなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与

している者 

カ 暴力団又は暴力団員と、社会的に非難されるような関係を有している

者 



 

 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用して

いる者 

  無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律

第１４７号）第５条第１項の規定に基づく処分を受けている、若しくは過

去に受けたことがある団体及びその代表者、主宰者又はその構成員でない

こと。 

  公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉

を脅かすおそれのある団体に属する者でないこと。 

  過去３年以内に自動販売機の設置及び維持管理の実績を有すること。 

  たばこの販売にあたって法令に基づく許認可等を要する場合にあって

は、当該許認可等を受けていること。 

６ 入札に参加できる者 

入札に参加できる者は、入札参加資格審査結果通知書により、入札参加者

に必要な要件を満たすことについて通知を受けた者とします。 

７ 入札の無効に関する事項 

入札が次の各号のいずれかに該当する場合、その入札は無効とします。 

  入札参加資格のない者が行った入札 

  入札書に記載した金額その他の記載内容が不明確な入札 

  入札金額を訂正した入札 

  入札書に記名押印しないで行った入札 

  封筒に記載された件名と同封された入札書の件名が異なっている入札 

  同一事項に対して２通以上行った入札 

  入札者確認票を提出しない入札代理人が行った入札 

  入札者又はその代理人が他の入札者の代理人として行った入札 

  意思表示が民法上無効とされる入札 

  入札に際して連合等の不正行為があった入札 

  前各号に掲げるもののほか、入札書の記載等、特に指定した事項に違反

して行った入札 

８ 入札方法及び決定方法 

  当日持参するもの 

ア 入札者確認票（本市が指定する様式のものに限ります。） 

入札は代理人に行わせることができますが、入札者確認票に記載のな

い代理人が行った場合は無効となります。 



 

 

イ 入札書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

あらかじめ記入・押印及び封入の上、持参ください。 

  入札書の投函 

入札参加者は、入札書に必要な事項を記入し、記名・押印の上、封入し、 

入札箱に投函することとします。なお、入札書の投函は１回とし、再度の

投函はできません。 

  金額の表示 

入札書の金額は、設置先において自動販売機を設置する目的で、外向発

売所(津インクル)の床及び敷地の一部を賃貸借する貸付料（年額）を記入

することとします。 

  入札書の書換え等の禁止 

入札参加者は、入札箱に投函後の入札書の金額の書換え、引換え又は撤

回をすることはできません。 

  開札 

開札は、入札書の投函締切り後、直ちに行います。締切りまでに入札書

の投函をしなかった場合は棄権とみなします。 

  入札の中止 

不正な入札が行われる恐れがあると認められるとき又は災害その他やむ

を得ない理由があるときは、入札を中止又は入札日を延期することがあり

ます。 

  設置事業者の決定 

落札者は、本市の設定する予定価格（年額）以上の額で、かつ、有効な

入札による入札金額のうち最高の価格（以下「最高入札金額」といいま

す。）をもって入札を行った１者とします。 

   再度入札について 

   初度の入札で予定価格に達しなかった場合、再度入札を行う場合があり

ますので(原則として２回)、予備の入札書を用意してください。 

  くじによる設置事業者の決定 

最高入札金額で入札をした者が２者以上あるときは、直ちにくじにより

設置事業者を決定します。ただし、当該入札参加者のうち、くじを引かな

い者がある場合は、失格とします。 

  入札結果の公表 

入札結果について、公表する場合があります。 



 

 

  その他入札に係る事項 

津市条件付一般競争入札参加者心得で定めるとおりとします。 

９ 入札参加に係る手続 

入札に参加しようとする者は、参加申込期間内に津市条件付一般競争入札 

参加申込書（本市が指定する様式のものに限ります。以下「入札参加申込書」 

といいます。）及び添付書類を提出することとします。 

  参加申込期間 

令和３年６月２１日（月）から令和３年６月３０日（水）まで（公休日

を除く午前９時００分から午後５時００分までの間に限ります。） 

  添付書類 

入札参加申込書には、次に掲げる書類を添付して提出することとします。 

ア 誓約書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

イ 印鑑証明書（個人にあっては、印鑑登録証明書） 

ウ 商業登記簿謄本（個人にあっては、住民票、営業届証明書及び身分証

明書（市町村が発行するものに限ります。）） 

エ 法人税、消費税及び地方消費税について未納税額のないことの証明書

（個人にあっては、申告所得税、復興特別所得税、消費税及び地方消費

税について未納税額のないことの証明書） 

オ 市町村税について未納税額のないことの証明書（完納証明書） 

カ 事業者の概要書（事業に関する事項（法人にあっては、事業概要、設

立年月日、資本金、従業員数等、個人にあっては、事業概要、創業年月 

日、従業員数等とします。）を記載した事業者の概要が確認できる書類） 

キ 実績報告書（本市が指定する様式のものに限ります。） 

ク 設置する自動販売機のカタログ（実施要領に掲げる自動販売機の仕様

の各号に適合していることがわかるものとします。） 

ケ 販売品目一覧表（本市が指定する様式のものに限ります。） 

コ たばこの販売にあたって法令に基づく許認可等を要する場合にあって

は、当該許認可等を証する書類 

※ 入札に参加しようとする者が津市指名競争入札参加資格者名簿に登録

されている場合、イ、ウ、エ、オ及びカに掲げる書類を添付する必要は

ありません。 

※ 提出書類のうちイ、ウ、エ及びオについては、いずれも申込日におい

て発行後３月以内の原本に限ります。 



 

 

  提出方法 

津市ボートレース事業部経営管理課経営管理担当（事務所棟２階）に直

接持参することとします。 

10 実施要領に係る質問及び質問に対する回答 

  質問方法 

質問書（本市が指定する様式のものに限ります。）を津市ボートレース

事業部経営管理課経営管理担当（事務所棟２階）に提出する又はＦＡＸに

より提出することとします。 

  提出期限 

令和３年６月１６日（水）午後３時００分 

  回答方法 

質問に対する回答については、令和３年６月２１日（月）から入札の日

までの間、回答内容を津市ホームページで公開すること及び津市ボートレ

ース事業部経営管理課経営管理担当（事務所棟２階）において回答書を配

布することにより行います。 

11 公休日について 

  公休日は６月１３日(日)、２２日(火)～２３日(水)、２９日(火)、７月２

日(金)～４日(日)となります。 

 

【問い合わせ先】 

ボートレース事業部経営管理課経営管理担当 

電話番号 ０５９－２２４－５１０５ 

ＦＡＸ  ０５９－２２２－８２１０ 



津市公告第７３号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定により

公告します。 

  令和３年６月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   



津市上下水道事業告示第２１号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道事業指定給水装

置工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２

号の規定により告示する。 

  令和３年６月２日 

 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

 

名称 所在地 指定の有効期間 

株式会社雄建 津市河辺町１９７番地の４ 令和８年９月２９日まで 

有限会社樋口設備 鈴鹿市稲生塩谷二丁目６番４

７号 

令和８年９月２９日まで 

 

 



津市上下水道事業公告第１５号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和３年６月７日 

 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

久居

Ｃ・Ｂ

【地区】

【地区】

久居

Ｃ・Ｂ・Ａ

【格付】

Ｃ

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

部 分 払

購入期間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和3年6月21日

無

有

有

免 除

提出期限

発注業種

特定・一般

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 白山町稲垣

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

特例浄化槽工事業者である者

地内

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）
技術者要件

設計図書
の 閲 覧

令和3年6月7日

　１０人槽　１基

　※上記に係る機械設備工事　一式

契約締結の日から

工 事 担 当 課

白山町稲垣地内市営浄化槽設置工事

令和３年度下工浄補第２号

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参加資格
に関する
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前9時00分

1,533,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

一志・美杉

久居

令和3年9月30日

久居

管

所在地要件

まで

下水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

白山

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

合併浄化槽設置

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期



円　（税抜き）

芸濃・美里

河芸・安濃

令和3年9月30日

安芸

舗装

所在地要件

まで

下水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

久居・一志・白山・美杉

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　９７２ｍ２

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参加資格
に関する
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前9時10分

7,564,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

令和3年6月7日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

白山第２処理分区公共下水道工事に伴う舗装復旧工事

令和３年度下工公補第２号

発注業種

特定・一般

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 白山町川口

本公告の日から まで

その他要件

同種工事
実績要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

地内 

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）
技術者要件

設計図書
の 閲 覧

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

部 分 払

購入期間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和3年6月21日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

久居

Ｂ・Ａ

【地区】

【地区】

安芸

Ｂ・Ａ

【格付】

Ｂ

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）



円　（税抜き）

一志・白山

令和3年9月22日

久居・一志

土木一式（配水管工事）

所在地要件

まで

水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

久居

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

配水管布設工　ＰＰφ５０ｍｍ　１９３．５ｍ

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期

・上下水道事業局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会（小口
径管）、一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（耐震管口径450ｍｍ以下）をい
う。

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参加資格
に関する
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前9時20分

8,040,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

令和3年6月7日

仕切弁設置工　φ５０ｍｍ　１箇所

舗装本復旧工　７６１ｍ２

契約締結の日から

工 事 担 当 課

久居明神町地内配水管布設工事

令和３年度水工第２８号

発注業種

特定・一般

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 久居明神町

本公告の日から まで

その他要件

同種工事
実績要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

津市水道事業指定給水装置工事事業者である者

地内 

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

元請けとして、上下水道事業局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

技術者要件

設計図書
の 閲 覧

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

部 分 払

購入期間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和3年6月21日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

久居・一志

Ｂ

【地区】

【地区】

Ｂ・Ａ２・Ａ１

【格付】

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）
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・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

久居・一志

Ｂ

【地区】

【地区】

Ｂ・Ａ２・Ａ１

【格付】

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

部 分 払

購入期間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和3年6月21日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

発注業種

特定・一般

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 久居野村町及び久居井戸山町

本公告の日から まで

その他要件

同種工事
実績要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

津市水道事業指定給水装置工事事業者である者

地内 

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

元請けとして、上下水道事業局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

技術者要件

設計図書
の 閲 覧

令和3年6月7日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

公共下水道事業に伴う久居野村町及び久居井戸山町地内配水管移設工事

令和３年度水工第２４号

・上下水道事業局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会（小口
径管）、一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（耐震管口径450ｍｍ以下）をい
う。

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参加資格
に関する
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前9時30分

8,390,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

一志・白山

令和3年9月24日

久居・一志

土木一式（配水管工事）

所在地要件

まで

水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

久居

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

不断水仕切弁設置工　ＤＩＰφ３００ｍｍ　１箇所

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期
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・上下水道事業局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会（小口
径管）、一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（耐震管口径450ｍｍ以下）をい
う。

まで

水道工務課

令和３年度水工第２７号

安芸

久居・一志

【格付】

有

不断水仕切弁設置工　φ７５ｍｍ　１箇所

令和3年6月16日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和3年11月17日

仕切弁設置工　φ７５ｍｍ～φ５０ｍｍ　１２箇所

契約締結の日から

契約金額の１００分の１０以上

発注業種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

土木一式（配水管工事）

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

河芸・芸濃・美里・安濃

工 期

【地区】

参加資格
に関する
事 項

格付要件

その他要件

【格付】

【地区】

【地区】

２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（津市発注工事における専任配置）

元請けとして、上下水道事業局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

津市水道事業指定給水装置工事事業者である者

技術者要件

特定・一般

同種工事
実績要件

あり

Ａ２・Ａ１

Ａ２・Ａ１

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

配水管布設工　ＤＩＰφ７５ｍｍ　２８０．６ｍ

津市 河芸町西千里 地内 

公共下水道事業に伴う河芸町西千里地内配水管移設工事

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和3年6月7日

配水管布設工　ＰＰφ５０ｍｍ　２１８．５ｍ

消火栓設置工　単口地下式　１箇所

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

最低制限価格

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

有

提出期限 令和3年6月10日

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

販 売 店

入札方法

提出期限

ホームページにて回答

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

本公告の日から

令和3年6月24日 午前9時40分

25,780,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市上下水道庁舎２階　入札室

契約保証金

令和3年6月21日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和3年6月21日

無部 分 払

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

主任(監理)技術者

久居・一志・白山

市内本店

建設業許可

【格付】

【格付】【地区】地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】



円　（税抜き）

津・香良洲

【地区】
地 域 ・
格付要件

安芸

久居 Ａ２・Ａ１

Ａ２・Ａ１

【格付】

Ａ２・Ａ１

【地区】

久居・一志・白山・美杉

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】

河芸・芸濃・美里・安濃

令和3年11月5日

電気

所在地要件

まで

安芸事業所

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

非常用発電機修繕　一式

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

工事概要

工 期

あり

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

令和3年6月7日

発注業種

特定・一般

工 事 担 当 課

美里中野・高宮浄水場発電機修繕

津市 美里町桂畑工事場所

令和３年度水安水施第２－１号

地内

契約締結の日から

設計図書
の 閲 覧

入札保証金

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

本公告の日から まで

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

必着令和3年6月21日

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店 ㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

有

無

免 除

提出期限

津市上下水道庁舎２階　入札室

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

郵 送 先

入札方法

入札方法等

無

前 金 払

技術者要件

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前9時50分

1,183,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

部 分 払

購入期間
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入札方法等

無

前 金 払

技術者要件

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他

本公告の日から 令和3年6月21日

令和3年6月24日 午前10時00分

13,512,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

部 分 払

購入期間

※工場製作のみを行う期間においては、配置技術者の変更を認める。

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市上下水道庁舎２階　入札室

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

郵 送 先

入札方法

設計図書
の 閲 覧

入札保証金

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

本公告の日から まで

令和3年6月10日

令和3年6月16日

まで設計図書
の 購 入

必着令和3年6月21日

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和3年6月21日

販 売 店 ㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月7日

　水中渦巻ポンプ（φ２００×５．１ｍ３／ｍｉｎ×３３．５ｍ）　１台

　電動仕切弁整備　一式

発注業種

特定・一般

工 事 担 当 課

三雲浄水場１号表洗ポンプ設備更新工事

松阪市　甚目町工事場所

令和３年度水施第３号

地内

　

契約締結の日から 令和4年2月28日

機械器具設置

所在地要件

まで

水道施設課

格付要件

【格付】

東海三県（三重県、愛知県、岐阜県）内本店又は支店等

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

ポンプ設備　一式

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

工事概要

工 期

なし

過去１０年間（平成２３年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
機械器具設置工事で発注された上水道施設のポンプ（口径１５０mm以上）の製作又は据
付工事

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

経営事項審査において発注業種の年平均完成工事高を有すること
（審査基準日：令和元年１０月１日～令和２年９月３０日）

【地区】
地 域 ・
格付要件

【格付】

【地区】

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】



円　（税抜き）

・同種業務実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で定
める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄道、空
港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和3年6月21日

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

24,880,000

販 売 店

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和3年6月10日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和3年6月16日 ホームページにて回答

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

無

提出期限

郵 送 先

令和3年6月21日本公告の日から

購入期間

過去１０年間（平成２３年度以降）に履行が完了した官公庁等元請実績で浄水処理能力が
１０，９７２ｍ3/日以上の浄水場の電気設備及び電気計装設備更新の詳細設計業務

当該部門
における
営業収入
金額要件

営業収入金額が２億５千万円以上であること

技術者要件

管理技術者

照査技術者

営業収入金額を有すること市内本店

市内支店等

高茶屋浄水場電気計装設備等更新工事に係る詳細設計業務委託

地内津市 高茶屋小森町及び新家町

令和3年6月7日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

電気計装設備等更新工事詳細設計業務委託　一式

土木関係コンサルタント
登録要件

契約締結の日から 令和4年3月15日 まで

建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店又は市内支店等

土木関係コンサルタント

上水道及び工業用水道

※津市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

・本件は津市公契約条例第４条第２項に規定する労働報酬下限額を検討するための
試行案件です。
　労働環境の確保に係る誓約事項及び令和３年度津市公契約条例労働報酬下限額試
行運用マニュアルを必ず確認してください。

契約金額の１００分の１０以上

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和3年6月21日

免 除

午前10時10分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和3年6月24日

津市上下水道庁舎２階　入札室

有

同業種（同部門）に係る技術士（津市発注業務における専任配置）

同業種（同部門）に係る技術士

同種業務
実績要件

水道施設課

令和３年度水施第１－９号



津市上下水道事業公告第１６号 

 次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年津

市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

  令和３年６月９日 

 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

 

 別紙のとおり 

  



１ 入札に付する事項 

  委託業務名 

津市水道料金等未収金管理回収業務委託 

  業務委託の概要 

ア 趣旨 

本業務委託は、津市の水道料金、再開栓手数料、市営浄化槽使用料、

共同汚水処理施設使用料及び農業集落排水処理施設使用料の未収金管理

回収業務を弁護士（弁護士法人を含みます。）に委託することにより、

法律の専門家である弁護士の客観的な視点で判断し、効率的かつ効果的

な債権管理、回収を図るものです。 

  イ 業務委託の対象となる債権見込額及び見込件数 

    業務委託の対象となる債権見込額は、総額で約４億円（水道料金及び

再開栓手数料については会計上の不納欠損債権である約３億７，０００

万円も含みます。）で、見込件数としては、約２１，０００件（水道料

金及び再開栓手数料については会計上の不納欠損債権である約１９，０

００件も含みます。）とします。 

  ウ 業務の詳細 

別紙仕様書のとおりとします。 

  業務の履行期間  

   契約締結日から令和５年５月３１日まで 

ア 本業務委託の契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

４条の３、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」と

いいます。）第１６７条の１７及び津市長期継続契約を締結することが

できる契約を定める条例（平成１８年津市条例第３１９号）第２条第２

号に基づく長期継続契約とします。 

イ 本業務委託の契約は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第３３条の２及び令第１５８条第１項に基づく公金の徴収又は収納の事

務の委託契約とします。 

ウ 津市は、本業務委託の契約の締結の日の属する年度以降において、津

市の収入及び支出予算の金額について減額又は削除があった場合は、こ

の契約を変更し、又は解除することができるものとします。 

  本業務委託の委託料 

本業務委託の委託料は、完全成功報酬制とし、官公署に対する照会や郵



送に係る費用その他諸費用は、すべて成功報酬に含めるものとします。 

また、委託料は、本業務委託に係る実績報告書の内容を津市が確認した

上で、収納金額が津市に払い込まれたことを確認した後、当該収納金額に

成功報酬率を乗じて算定された金額に消費税及び地方消費税相当額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨

てた金額）の委託料を、請求書受理後３０日以内に津市は各月毎に支払う

ものとします。 

２ 入札の参加者に必要な資格 

  入札の参加資格要件は、次の各号に掲げるすべての要件を満たす者としま

す。 

  令第１６７条の４の規定に該当しない者 

  納期の到来している国税・都道府県税・市町村税を完納している者 

  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申 

立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、 

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４

条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開

始の申立て若しくは通告がなされていない者（民事再生法に基づく再生手

続開始の申立て又は会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされた

者であっても再生計画又は更生計画が認可された者を除きます。） 

  手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でな

い者 

  津市建設工事等指名停止基準（平成２１年４月８日施行）による指名停

止期間中でない者 

  弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第８条の規定に基づく弁護士名

簿に登録された弁護士又は同法第３０条の２第１項の規定に基づき設立さ

れた弁護士法人であって、同法第５６条第１項の規定に基づく懲戒を受け

ていない者 

  直近１０箇年（平成２３年度以降）の間に、地方公共団体及び地方公営

企業法第３９条の２に規定する企業団から受託した、弁護士法第７２条に

規定する法律事務による債権管理回収業務の実績（１年以上かつ１年間に

２００件以上の支払催告件数の実績）を有する者 



３ 入札の参加申込みに係る書類の配付 

  期間  

令和３年６月９日（水）から同年６月２４日（木）まで（土日祝日を除

きます。） 

  場所 

津市上下水道管理局 営業課 

（〒５１４－００７３ 津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階） 

  時間 

上下水道庁舎開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

  上記以外の配付 

インターネットによるダウンロードサービス 

（津市ホームページ トピックス http://www.info.city.tsu.mie.jp） 

４ 本件入札に係る仕様書に関する質問及び回答 

  質問書の提出期限等 

  ア 提出期限 

    令和３年６月１４日（月）午後５時１５分（必着） 

  イ 提出場所 

 津市上下水道管理局 営業課 

    （〒５１４－００７３ 津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階） 

  ウ 提出方法 

    仕様書等に関する質問書（第１号様式）に質問内容を記入の上、提出

場所に持参、郵送、電子メール又はＦＡＸ（電子メールの場合は、代表

者氏名の自署が分かるように（自署でない場合は、記名と押印が分かる

ように）第１号様式をＰＤＦファイル等に複写してください。）により

提出してください。 

    《送信先》 

    電子メール 237-5805@city.tsu.lg.jp 

    ＦＡＸ番号 ０５９－２３７－５８１９ 

  エ その他 

    電話・口頭等による質問、提出期限を過ぎて提出された質問書及び代

表者氏名が自署（自署でない場合は、記名と押印が必要です。）でない

質問書は受け付けません。 

また、郵送・電子メール・ＦＡＸの場合は電話等で到着の確認を必ず



行ってください。 

  質問に対する回答 

  ア 回答期日 

    令和３年６月１７日（木） 

  イ 回答方法 

津市ホームページの「事業者のみなさまへ」「入札・契約」「物件・

業務委託関係（上下水道事業）」「発注情報（物件・業務委託）」にお

いて公開します（質問者名は非公開とします。）。 

また、意見の表明と解されるものについては、回答しない場合があり

ます。 

なお、入札後において仕様等についての不明を理由とした異議の申し

立て及び回答に対する再度の質問は原則認めませんので、質問書には質

問内容を明確に記載し提出してください。 

５ 入札の参加資格の確認等 

本件入札に参加しようとする者は、次に掲げるところにより書類等を提出

し、本件入札の参加資格の確認を受けなければなりません。提出期限までに

当該書類等を提出しない者又は本件入札の参加資格を有することが認められ

なかった者は、本件入札に参加することはできません。 

  提出期限   

   令和３年６月２４日（木）午後５時１５分（必着） 

   なお、この提出期限を過ぎて送達された申請書類は受理しません。 

また、郵送による、未達等のトラブルに関して津市では一切の責任を負

いませんので、必ず電話等で到着の確認を行ってください。 

  提出場所 

津市上下水道管理局 営業課 

（〒５１４－００７３ 津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階） 

  提出方法 

   提出場所に持参又は郵送によるものとし、郵送の場合においては、一般

書留又は簡易書留のいずれかの方法によるものとします。 

  提出書類 

   提出書類は、次のアからクまでとし、それぞれ正本１部を提出してくだ

さい。ただし、官公署が交付した証明書類等については、申請書提出時に

おける最新のもの（申請日前３箇月以内に発行されたもの）を提出するこ



ととし、「（写し可）」と記載のある証明書類は、写真機・複写機等を使

用して機械的な方法により複写したもので、ほぼ原寸大（原寸がＡ４版以 

外の版形のものは、できる限りＡ４版に拡大又は縮小してください。）で、 

かつ、鮮明であるものに限り、写しによって提出することは差し支えない

ものとします。 

   なお、津市競争入札参加資格者名簿に登録されている者については、エ

からカまでの書類を省略することができますので、アの条件付一般競争入

札参加資格審査申請書の３の□にレ点を入れてください。 

   また、申請書類は提出書類一覧表の番号順に並べて提出してください。 

  ア 条件付一般競争入札参加資格審査申請書（第２号様式） 

  イ 宣誓書（第３号様式） 

  ウ 完納証明書等（アの申請書の提出日前３箇月以内に証明されたものに

限ります。）（写し可） 

   (ア) 国税に関する証明書 

国税の未納の税額がないことの証明書（個人事業主にあってはその

３の２、法人にあってはその３の３） 

   (イ) 都道府県税及び市町村税完納証明書 

本社所在地における都道府県税及び市町村税の完納証明書を提出し

てください。 

なお、支店等が入札及び契約を行う場合は、本店所在地及び支店等

所在地の都道府県税及び市町村税の完納証明書を提出してください。 

また、新規に支店等を開設した場合は、「法人等開設届（写）」を

添付してください。 

なお、地方公共団体において完納証明書が発行できない場合は、滞

納がないことを証する書面を提出してください。 

  エ 登記事項証明書（現在又は履歴事項全部証明書。ただし、法人の場合

に限ります。） 

  オ 印鑑証明書（写し可） 

  カ 使用印鑑届（第４号様式） 

入札、見積り及び契約について使用する印鑑が異なる場合は使用印を、 

実印と同じ場合は実印を押印したものを提出してください。 

  キ 弁護士の資格及び弁護士会への登録が分かる書類並びに現に懲戒を受

けていないことが分かる書類（写し可） 



  ク 業務実績届出書（第５号様式）、当該業務委託契約書等（仕様書を含

みます。）の写し及び委託業務完了確認書等の業務が完了したことのわ

かる書類（写し可） 

  入札の参加資格の確認結果の通知 

本件入札の参加資格の確認結果は、令和３年７月１日までに条件付一般

競争入札参加資格審査確認結果通知書（第６号様式）に入札書（第７号様

式）を同封し、通知するものとします。なお、本件入札の参加資格の確認

を申請した時に提出された書類は、本件入札の参加資格の有無にかかわら

ず、返却しません。 

６ 入札方法 

  入札方法は、郵便による入札とし、入札書を封筒に封入の上、一般書留又

は簡易書留のいずれかの方法で郵送するものとしますが、下記「  入札書

の郵送期間」の期限までに間に合わない場合に限り、当課への持参を可とし

ます。 

   入札書の郵送期間 

資格審査確認結果通知書受領の日から令和３年７月７日（水）午後５時

までに必着 

   入札書の郵送提出先 

   〒５１４－００７３ 

   津市殿村５番地 津市上下水道庁舎 津市上下水道管理局 営業課 

７ 開札の日時及び場所 

  日時 

   令和３年７月９日（金）午後２時から 

  場所 

   津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階 入札室 

８ 入札保証金 

  入札保証金は免除とします。 

９ 入札の無効 

  津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号。以下「規則」といいます。） 

第１９条各号のいずれかに該当する入札は無効とします。 

10 契約保証金 

  契約の締結に際し、債権収納見込額９５０万円に成功報酬率を乗じて得た

額に１．１０を乗じた金額の１００分の１０以上の契約保証金を納入しなけ



ればなりません。ただし、規則第２８条第１項各号のいずれかに該当する場

合は、契約保証金の納付を免除します。  

11 その他注意事項 

   入札に当たっては、入札書（第７号様式）を使用し、仕様書に基づく入

札金額及び成功報酬率を鮮明に表示し、封筒（津市条件付一般競争入札参

加者心得参照）に入れ、貼合わせ部分（原則３か所）に封印をしてくださ

い。 

   入札金額は、債権収納見込額９５０万円に、成功報酬率を乗じて得た額 

（消費税及び地方消費税を除きます。）をもって表示してください。 

   なお、入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

た金額）をもって落札金額としますので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。 

   また、契約については成功報酬率によるものとします。 

  落札者の決定は、予定価格の範囲内において、入札金額に１００分の１

０に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額）が最低価格となった入札者とし、最

低価格入札者が２者以上あるときは、立会人（発注課以外の市職員）によ

るくじ引きにより落札者を決定するものとします。 

  本件入札に係る費用は、すべて入札者の負担とします。 

  天災その他やむ得ない事由により入札を行うことができないときは、入

札を延期又は中止することがあります。 

なお、入札の中止等に至った場合においても見積りに係る費用その他入

札に係る一切の費用は補償しません。 

  その他入札の参加者は、別添「津市条件付一般競争入札参加者心得（郵

便入札）」に留意の上、入札を行ってください。 

【問い合わせ先】              

  〒５１４－００７３             

三重県津市殿村５番地 津市上下水道庁舎２階 

津市上下水道管理局 営業課 料金担当    

          電話番号０５９－２３７－５８０５      

          ＦＡＸ ０５９－２３７－５８１９      



       メールアドレス 237-5805@city.tsu.lg.jp   



津市水道料金等未収金管理回収業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

  津市水道料金等未収金管理回収業務委託 

 

２ 業務委託の目的 

  本業務委託は、津市の水道料金、再開栓手数料、市営浄化槽使用料、共同

汚水処理施設使用料及び農業集落排水処理施設使用料（以下「水道料金等」

という。）の未収金管理回収業務を弁護士（弁護士法人を含む。以下「受注

者」という。）に委託することにより、法律の専門家である弁護士の客観的

な視点で判断し、効率的かつ効果的な債権管理、回収を図ることを目的とす

る。 

 

３ 業務委託に関する事項 

  業務委託の対象となる債権 

水道料金等の未収金（水道料金及び再開栓手数料については会計上の不

納欠損債権も含む。）のうち、以下のアからエに該当するものとする。 

  ア 未納者が、当該未収金に係る水道の使用場所から転居、移転等してい

る場合で、転居等から約４か月間、督促、催告等を行っても納付されな

いもの 

  イ 建物全体の水道料金を一括で請求している住宅専用集合住宅又は店舗

併用集合住宅、水道メーターが建物内に設置されているもの等、給水停

止の執行が困難なもの 

  ウ 未収金が高額なもの、長期間に及ぶ未納のもの、常習的に未納を繰り

返すもの、未納者等が悪質なもの等で、未収金の回収が困難なもののう

ち、本業務を活用することで、より効果的に未収金の回収が見込めると

津市が判断したもの 

  エ その他、津市が指定するもの 

  委託する業務内容 

  ア 催告業務 

    未納者等に対して催告に関する文書の郵送又は電話連絡等により、未 

収金の支払を促しても応じない場合は、反復かつ継続して催告すること。 

また、必要に応じて内容証明郵便による催告書を送付すること。催告

の経過については詳細に記録すること。 

なお、電話連絡等による催告にあっては未納者等が脅威を感じること



がないよう十分に配慮した上で、支払交渉を円滑に進めること。 

  イ 未納者との支払相談 

    未納者等から未収金の支払方法について相談があった場合は、未納者

等に未収金の支払は全額一括が原則であることを十分に理解させ、未収

金の全額一括での回収に努めること。ただし、未収金の全額一括の支払

が困難であるとの相談があった場合は、支払能力を考慮した上で、未納

者等に分割納付等を書面により誓約させることにより、効果的な未収金

の回収に努めること。 

  ウ 未納者に関する調査 

    居所不明かつ、２５万円以上の未納者については、転居・転出先の住

民票、戸籍、財産等の照会を行うこと。 

  エ 支払督促、少額訴訟及び訴訟（以下「訴訟等」という。） 

    津市が認めた債権に係る訴訟等においては、受注者を訴訟代理人とし

て、事件ごとに受注者と別途委任契約を締結するため、受注者は訴訟等

の各種手続、関係書類の作成、事務処理等を行うこと。 

また、訴訟等に係る裁判所への申立手数料等は別途津市が受注者に支

払うものとする。 

  オ 未収金回収業務 

    未収金回収については、未納者等から受注者の指定する口座への振り

込みとする。未収金を回収した場合にあっては、受注者において毎月末

日締めで一旦集約し、実績報告書を津市に提出した後、提出日より５日

以内に津市の指定する口座へ納付するものとする。ただし、津市と受注

者の協議により、当該納付方法を変更することがあるものとする。 

    また、業務委託の対象となる債権のうち未納者等から津市へ直接支払

われた収納金については津市にて収納金を保持し、津市が直接収納した

金額及び未納者氏名等を受注者へと速やかに通達するものとする。 

なお、履行期間中の毎年の３月に回収した未収金については当該年の

３月３１日までに、令和５年５月に回収した未収金については令和５年

５月３１日までに津市への入金が完了されたことが確認できる状態にな

るように納付すること。 

  カ 対象債権の内、次に掲げる事由が生じた債権（以下「特定事由債権」

という。）を津市に返却する業務 

    特定事由債権については津市に返却することができるものとする。返

却する場合、その理由のわかる書類を添付すること。 

   (ｱ) 水道料金及び再開栓手数料について、消滅時効の援用がなされたと



き 

   (ｲ) 破産開始の申立て、個人再生開始の申立て又はこれらの手続につい

て弁護士から受任通知を受けたとき 

   (ｳ) 対象者の代理人として法律職が介入してきたとき 

   (ｴ) 対象者の死亡が判明し、相続放棄若しくは相続人が不明であること

が判明したとき 

   (ｵ) 郵送による催告を２回以上、電話連絡による催告を３回以上行って

もなお回収の見込みがないと受注者が判断したとき 

   (ｶ) その他返却をすることが適当であると津市が認めたとき 

  実績報告等 

毎月末時点における当該業務委託内容の実績報告書（委託した債権のう

ち津市へ直接支払われた収納金についても受注者による回収金額の実績に

含めるものとする。）を翌月の１０日（当該日が土曜日、日曜日及び祝日

に当たる場合はその翌日。）までに提出すること。なお、履行期間中の毎

年の３月に回収した未収金については当該年の３月３１日までに、令和５

年５月に回収した未収金については、令和５年５月３１日までに実績報告

書を提出すること。内容については以下のとおりとする。 

また、未納者等とのトラブル、苦情等及び新たに知り得た未納者の情報

については、随時報告すること。 

  ア 月実績報告（支払催告件数、催告方法、回収件数、回収金額（委託費

の額の積算を含む。）） 

  イ 個別明細報告（回収日、対象者の水栓番号、氏名及び住所、回収対象

年月、回収金額、その他津市が指定する事項。） 

  ウ 特定事由債権報告（返却日、返却理由、返却理由のわかる書類、対象

者の水栓番号、氏名及び住所、対象年月、特定事由債権金額、その他津

市が指定する事項。） 

  委託契約 

  ア 委託契約期間 

    契約締結日から令和５年５月３１日までとする。 

  イ 委託料 

   (ｱ) 受注者から提出された実績報告書の内容を津市が確認した上で、納

付金額が実績報告書のとおり津市に払い込まれたことを確認した後、

当月回収金額に成功報酬率を乗じて算定された金額に消費税及び地

方消費税相当額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きはその端数金額を切り捨てた金額）の委託料を、請求があった日か



ら３０日以内に津市は受注者へ各月毎に支払うものとする。 

   (ｲ) ３－ －エにより、津市と受注者が別途訴訟委任契約を締結した場

合にあっては、訴訟等の以後において、委託契約期間内に当該未収金

が回収（未収金の一部の回収を含む。）できた場合に限り、津市はイ

－(ｱ)に定める委託料を受注者に支払うものとする。 

   (ｳ) 未納者が、未収金を津市へ直接払い込んだが、令和５年５月３１日 

付で入金が完了したことを津市が料金システム上で確認できない場合 

は、当該回収金は委託料の支払の対象外とする。 

   (ｴ) 受注者が３－ －イにより未納者との間で分割納付に応じた場合、 

本業務の終了後に未納者等から支払われた分割未収金については委託 

料の支払の対象外とする。 

  提供する情報等 

   津市が提供する情報は、水栓番号、未納者の氏名、住所、電話番号、未

収金額その他債権回収に必要な情報とする。 

 

４ その他 

  業務実施にあたっては、津市の条例、規則、その他関連する法令等を遵

守し、津市担当職員の指示のもとで、誠実に業務を履行すること。 

  個人情報の取扱いについては、細心の注意を払うとともに個人情報取扱

特記事項を遵守すること。 

  業務にあたっては、受注者は善良なる注意をもって行うものとし、第三

者に被害を及ぼした場合は、受注者の負担により対処するものとする。 

  法令等に基づき、関係書類の整理に努め、適切に保管すること。 

  回収した未収金を津市へ納付するまでの管理は受注者の責によるものと

し、津市は受注者が回収した未収金の紛失、盗難等に何ら責を負わないも

のとする。 

  本業務の履行において発生した未納者等からの苦情及び未納者等とのト

ラブルについては、受注者の責において適切かつ円満に解決すること。 

  本仕様書に定める事項について疑義が生じた場合、又は本仕様書に定め

のない事項について疑義が生じた場合は、双方の協議により決定するもの

とする。 

 



 津市議会会議規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和３年６月７日 

 

                   津市議会議長 加 藤 美江子   

 

津市議会規則第３号 

   津市議会会議規則の一部を改正する規則 

津市議会会議規則（平成１８年津市議会規則第１号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第１項中「事故」を「公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産

補助その他のやむを得ない事由」に改め、同条第２項中「日数を定めて」を

「出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日から当

該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかに

して」に改める。 

 第８２条第１項中「事故」を「公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出

産補助その他のやむを得ない事由」に改め、同条第２項中「日数を定めて」 

を「出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日から

当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らか

にして」に改める。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



津市選挙管理委員会告示第２１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。 

令和３年津市選挙管理委員会告示第５号は廃止する。 

令和３年６月１日 

 

津市選挙管理委員会 

委員長 後 藤   久   

 

１ ５０分の１の数  ４，５４４人 

２  ６分の１の数 ３７，８６２人 

３  ３分の１の数 ７５，７２４人 

 



津市選挙管理委員会告示第２２号 

 津市選挙投票区の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和３年６月４日 

 

                      津市選挙管理委員会 

                      委員長 後 藤   久 

 

   津市選挙投票区の一部を改正する告示 

 津市選挙投票区（平成１８年津市選挙管理委員会告示第３号）の一部を次の

ように改正する。 

 表津の部第３投票区の項中「、相生町」を削り、「大井町」の次に「、あい

おい」を加える。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の津市選挙投票区の規定は、この告示の施行の日以後にその期日を 

公示され、又は告示される選挙について適用する。 

 



                                                 

津市監査委員告示第７号 

 市長等が監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として講じた措置

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定

に基づく通知があったので、その要旨を次のとおり公表する。 

 令和３年６月８日 

 

                   津市監査委員 大 西 直 彦   

                                   津市監査委員  駒 田 修 一   

                                   津市監査委員 安 藤 友 昭   

                                   津市監査委員 西 山 み え   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 平成１９年３月５日付け津市監査委員告示第２号公表分 

 美杉総合支所 

地域振興課（生活環境課（当時）） 

監査の結果 隣保館分館７施設について、津市隣保館の設置及び

管理に関する条例にその設置及び管理に関する定めは

なく、地方自治法第２４４条の２第１項の規定の趣旨

に照らし、各施設の利用実態に応じて、その設置及び

管理のあり方を検討されたい。 

措置の内容 令和２年度に策定した津市個別施設計画に、集会所

の方向性として、自治会等の活動の場として、自治会

等の自主的な管理運営に移行することが望ましい施設

については、合意形成のもと自治会等に譲渡すると位

置付けたことから、今後自治会譲渡を進めていく。 

２ 平成２０年３月６日付け津市監査委員告示第４号公表分 

 美杉総合支所 

地域振興課（生活環境課（当時）） 

監査の結果 隣保館分館７施設のうち３施設（上平・越知・白口）

が地元自治会等の所有地に建設されているが、貸借契 

約が締結されておらず、権利義務関係が明確になって

いないことから、所要の措置を講じられるよう望むも

のである。 

措置の内容 令和２年度に策定した津市個別施設計画に、集会所

の方向性として、自治会等の活動の場として、自治会

等の自主的な管理運営に移行することが望ましい施設

については、合意形成のもと自治会等に譲渡すると位

置付けたことから、今後自治会譲渡を進めていく。 

３ 平成３０年１１月２６日付け津市監査委員告示第６号公表分 

 指定管理者監査 

わかすぎの里管理組合（所管部局：白山総合支所地域振興課） 

監査の結果 わかすぎの里については、施設の経年劣化が進んで

おり、修繕料の増加が懸念されるが、指定管理に係る

収支状況は平成２８年度末で４９万７千円の累積損失



となっており、さらに施設の利用率が低いことから、

今後の収支状況の改善は見込まれにくい。 

これらのことから、所管部局にあっては、指定管理

者と十分に協議を行い、今後の施設の管理運営の在り

方について検討を進められたい。 

措置の内容 令和２年度に策定した津市個別施設計画に、建物の

老朽化が顕著であり、利用率も低いことから、今後の

方向性として、中期的（６年間を目途）に在り方につ

いて検討すると位置付けた。 

今後当該方針に基づき、施設の在り方について検討

を進める。 

令和３年度は指定管理期間最終年であるため、施設

廃止整理も含めた今後の管理方針について、指定管理

者と協議していく。 

４ 平成３１年２月２０日付け津市監査委員告示第１号公表分 

  建設部 

    津南工事事務所 

監査の結果 修繕の分割発注について 

雲出伊倉津町地内の道路修繕３件及び雲出伊倉津町

地内の水路修繕２件について、津市契約規則第９条第

６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締結す

ることができる随意契約により分割して発注していた

が、これらの修繕の内容及び工期を考慮すると、一括

して発注することができなかったとはいい難いものと

考えるため、予算の適正かつ効率的な執行を確保する

観点から、修繕の契約方法を見直されたい。 

措置の内容 公共土木施設における少額修繕については、入札に

よる単価契約方式により実施することとし、各総合支 

所が実施する地域インフラ維持・補修事業においても、

両工事事務所が助言することとした。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額



修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、令和３

年４月に設置された津市修繕等審査会でチェックする

体制に改めた。 

  芸濃総合支所 

    地域振興課 

監査の結果 錫杖湖水荘の経営状況の改善について 

錫杖湖水荘は、地域と都市との交流及び定住の促進、

地域の活性化並びに住民の健康の増進及び福祉の向上

を目的に設置された施設であり、これまでＰＲ活動な

ど利用促進に努めてきたが、レストラン利用客、宿泊

者ともに減少傾向にある。芸濃総合支所地域振興課作

成資料によると、同施設の人件費も含めた収支状況に

ついては、この１０年間、毎年約１，５００万円前後

の赤字が続いている。 

設置目的と運営経費の費用対効果、全市的な市民負

担の観点から、同施設の経営状況の改善への取組につ

いて、関係部局と協議されたい。 

措置の内容 令和２年度に策定した津市個別施設計画において、

建物の老朽化が顕著であり、利用率も低いことから、

今後の方向性として、中期的（６年間を目途）に施設

の在り方について検討すると位置付けた。 

今後当該方針に基づき、錫杖湖水荘の利用促進と誘

客を図るための取り組みを進めるとともに、施設の在

り方について検討を進める。 

５ 令和元年８月２７日付け津市監査委員告示第４号公表分 

  上下水道事業局 

  ア 安芸事業所（水道局安芸事業所（当時）） 

監査の結果 現場代理人及び主任技術者の届出等の契約関係書類

が、契約書で定められたとおり取り扱われていない事

例や、津市契約規則第１１条に規定する予定価格が定

められていないなど、基本的な事務の怠りが多数見受

けられた。 



また、５万円未満の契約を除いて、全て地方公営企

業法施行令第２１条の１４第１項第５号の「緊急の必

要により競争入札に付することができないとき。」を

適用した１者の随意契約によるもので、全て同一業者

との契約であった。緊急随契の理由や業者選定の理由

の中で、透明性、客観性の説明責任が果たせるよう努

められたい。 

措置の内容  現場代理人及び主任技術者の届出等の契約関係書類

や予定価格の事務については、令和元年度の定期監

査・行政監査以降、適正に契約事務を執行している。 

 また、即時又は数時間以内に明らかに水道水の供給

が停止することが確実な故障のみを緊急随契とした結

果、緊急随契の件数は令和元年度１９件から令和２年

度は４件に減少した。 

イ 下水道工務課（下水道局下水道建設課（当時）） 

監査の結果 芸濃町椋本地内のマンホール蓋修繕２件及び渋見町

地内の下水道管修繕２件について、津市契約規則第９

条第６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締

結することができる随意契約により分割して発注して

いたが、これらの修繕の内容及び工期を考慮すると、

一括して発注することができなかったとはいい難いも

のと考えるため、予算の適正かつ効率的な執行を確保

する観点から、修繕の契約方法を見直されたい。 

また、確認した修繕の契約の全てにおいて、予定価

格が定められておらず、そもそも予定価格が定められ 

ていないと、随意契約によることができるかの判断や、

落札者と決定することができるかの判断ができないた

め、予定価格を定めたうえで適正な契約事務を執行さ 

れたい。 

措置の内容 公共土木施設における少額修繕については、入札に

よる単価契約方式により実施することとした。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年



１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、令和３

年４月に設置された津市修繕等審査会でチェックする

体制に改めた。 

  ウ 下水道施設課（下水道局下水道施設課（当時）） 

監査の結果 伊倉津町地内の遊水池修繕２件及び白塚町地内の排

水機場除塵機修繕２件について、津市契約規則第９条

第６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締結

することができる随意契約により分割して発注してい

た。なかでも伊倉津町地内の遊水池修繕については、

本年２月、分割発注を指摘した津南工事事務所におけ

る伊倉津町地内の水路修繕と同一箇所であり、部局を

またぎ４件の修繕として分割して発注をしていたこと

になり、極めて不適切な予算の執行と言わざるを得な

い。今後、このような不適切な予算の執行をすること

なく競争入札により修繕を実施されたい。 

措置の内容 下水道施設の修繕については、故障した機械の部品

取替等の業務が多く、単価契約の活用が困難であるこ

とから、下水道施設課で策定した「小修繕（修繕）の

取り決めについて（内規）」に基づき、適正な修繕発

注を行っている。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、組織と

してのチェック体制を強化した。 

今後は、職員に対し定期的な研修を実施し、適正な

予算の執行に努める。 

６ 令和２年２月２０日付け津市監査委員告示第１号公表分 

  政策財務部 

ア 広報課 

監査の結果 津市ケーブルテレビ一志放送通信センターの有効活用

について 



津市ケーブルテレビ一志放送通信センターのアナロ

グ放送設備一式については、現在、使用しておらず、

同センター内でスタジオとしていた一室が、今後の活

用見込みのないままとなっている。 

現在、同センターは、この一室を除いて、津市商工

会一志支部に賃貸しているが、アナログ放送設備一式

を処分し、賃貸するなど有効活用されたい。 

措置の内容 令和２年度は、不要な備品の分別、床に備え付けの

作業台や棚の撤去、ケーブル線の撤去工事を行った。 

令和３年度は、テレビ２３台について家電リサイク

ル処理を行い、その他の編集機などの機材についても

処分を行った。今後は、備え付けの作業台を撤去した

際に生じた床の修繕を行い、会議室等として有効利用 

できる状態にし、一志総合支所地域振興課に移管する。

イ 財産管理課 

監査の結果 市有地貸付収入の未収金対策について 

市有地（普通財産）貸付収入の未収金について、平

成２４年２月２７日付け監査結果報告において、滞納

額総額３２万円に対して、より実効性のある未収金対

策に取り組まれるよう指摘したところであるが、当該

市有地貸付収入の滞納状況は令和元年９月末現在、総

額約８４万円と大幅に増加している。 

実効性のある取組が何らなされていないため、法的

措置も視野に入れて、より積極的な未収金対策に取り

組まれたい。 

措置の内容 賃借人及び保証人への履行請求や、完納の見通しが

立たない債務者に対して支払督促申立て後、訴訟上の

和解とする法的措置を講じ、分割納付による完納の見

通しが立つなど、実効性のある取組を進めた。この結

果、令和２年度に２１５，６０８円を徴収し、未払賃

料残高は６６２，６５５円まで縮減した。 

今後も、法的措置を含めた積極的な未収金対策に取



り組む。 

  農林水産部 

ア 農業基盤整備課 

   (ア) 修繕の分割発注について 

監査の結果 鳥居町地内の農業用施設修繕３件において、津市契

約規則第９条第６号に定める予定価格が５０万円以内

の場合に締結することができる随意契約により分割し

て発注していた。 

修繕の内容及び工期を考慮すると、一括して発注す 

ることができなかったとはいい難いものと考えるため、

予算の適正かつ効率的な執行を確保する観点から、修 

繕の契約方法を見直されたい。 

措置の内容 公共土木施設等における少額修繕については、入札

による単価契約方式により実施することとし、単価契

約が活用できない少額修繕については、令和２年６月

に「農業用施設等修繕の発注に関する取扱基準」を策

定し、適正な修繕発注を行っている。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、組織と

してのチェック体制を強化した。 

   (イ) 占用料の徴収誤り及び減免手続の不備について 

監査の結果 行政財産の占用許可について、当該占用料を津市法

定外公共物の管理に関する条例及び同条例の規定によ

り準用する津市道路占用料徴収条例第２条（別表）に

基づき、西阿漕町地内の岩田池の支線については免除

し、夢が丘二丁目地内の長池に建てられた支線柱につ

いては「その他の柱類」として１本につき１年１００

円を徴収した。しかし、平成３０年度までは、「第２

種電柱」として各々１本につき１年１，８００円を誤

って徴収していたことから、適切に対処されたい。 

また、平成３０年度及び平成３１年度に許可の更新



を行い、占用料を免除とした全てにおいて、津市法定

外公共物の管理に関する条例施行規則第９条に定める 

法定外公共物占用料減免申請書の提出を受けないまま、

占用料を免除していた。 

今後は、津市法定外公共物の管理に関する条例等に

基づき適正な事務処理を行われたい。 

措置の内容 誤って徴収していた行政財産の占用料については、

遡及して対応できる平成２７年度から令和元年度まで

の５年分について、追加徴収又は還付処理を行い、令

和２年度に全ての清算手続が完了した。 

また、法定外公共物占有料の減免申請手続が必要な

場合については、令和２年度当初から事業者に必要書

類の提出を求め、適正に事務処理を行っている。 

  建設部 

ア 建設政策課 

監査の結果 道路占用料の事務処理の遅れについて 

道路占用料の更新分は、年度当初に納入通知書を送

付することになるが、大半の納入通知書は、事務処理

の遅れにより送付されていなかった。 

今後は、速やかに事務処理を実施されたい。 

措置の内容 道路等占用許可に係る事務担当者の人員を増員し、

体制を強化したことにより、令和３年度は年度当初に

納入通知書を発送した。 

イ 事業調整室 

監査の結果 期成同盟会等の負担金について 

各同盟会の収支状況を確認したところ、繰越金が負 

担金収入を大幅に上回っている同盟会もあることから、

構成する関係市町等と引き続き協議されたい。 

措置の内容 三重県南北縦貫道路建設促進期成同盟会及び国道３

６８号改修期成同盟会について、構成する関係市町と

負担金見直しを協議した結果、三重県南北縦貫道路建

設促進期成同盟会負担金は令和２年度から、また、国



道３６８号改修期成同盟会負担金は令和３年度から、

当面は徴収しないこととなった。 

  芸濃総合支所 

地域振興課 

監査の結果 契約事務の適正な運用について 

地域インフラ維持事業において、芸濃町椋本地内で

水路修繕を実施したが、その契約は、芸濃町椋本地内

基澤水路改修修繕と芸濃町椋本地内基澤水路改修修繕

（その２）の２件の契約とし、各々契約金額を４１万

６，８８０円と３０万６，７２０円として随意契約を

締結した。 

これは一体施工した修繕を、津市契約規則第９条第

６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締結す

ることができる随意契約により分割して契約をし、修

繕料を支払ったものであり、今後、このような不適正

な契約事務がなされることがないよう徹底されたい。 

措置の内容 公共土木施設における少額修繕については、入札に

よる単価契約方式により実施するものとし、津北工事

事務所の助言により円滑かつ効率的に事務を実施する

こととした。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、令和３

年４月に設置された津市修繕等審査会でチェックする

体制に改めた。 

  美里総合支所 

ア 地域振興課 

  (ア) 契約事務の適正な運用について 

監査の結果 地域インフラ維持事業において、美里町北長野地内

で道路法面修繕を実施したが、その契約は、美里町北

長野地内道路法面修繕と美里町北長野地内道路路肩修

繕の２件とし、前者は契約金額４８万４，３８０円、



履行期間を令和元年５月７日から同月２４日まで、後

者は契約金額３２万２，９２０円、履行期間を令和元

年６月１０日から同月２５日までの随意契約を締結し

た。 

これは一体施工した修繕を、津市契約規則第９条第

６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締結す

ることができる随意契約により分割して契約をし、履

行期間を約１か月ずらして関係書類を作成し、修繕料

を支払ったものであり、極めて不適正な契約事務と言

わざるを得ない。 

今後、このような不適正な契約事務がなされること

がないよう徹底されたい。 

措置の内容 公共土木施設における少額修繕については、入札に

よる単価契約方式により実施するものとし、津北工事

事務所の助言により円滑かつ効率的に事務を実施する

こととした。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、令和３

年４月に設置された津市修繕等審査会でチェックする

体制に改めた。 

   (イ) 未収金対策について 

監査の結果 長谷山ハイツ汚水処理施設使用料の未収金について 

は、令和元年８月末現在、約１８６万円となっており、

年々増加している。  

これまで、督促や納付指導を実施しているが、未収

金の回収には至っていない。 

実効性のある取組が何らなされていないため、法的

措置も視野に入れて、より積極的な未収金対策に取り

組まれたい。 

措置の内容 督促状、催告書の発送及び電話、自宅訪問等による 

納付指導、納付相談等積極的な未収金対策に取り組み、



消滅時効の完成した債権については不納欠損処分を行 

った。 

この結果、令和元年度末に１５世帯で１０７万４，

０２４円あった未収金が令和３年４月末で１０世帯７

０万６，２５５円に縮減した。 

今後、法的措置も視野に入れた積極的な未収金対策

に取り組む。 

  一志総合支所 

地域振興課 

監査の結果 契約事務の適正な運用について 

地域インフラ維持事業において、一志町井生地内で

道路石積修繕を実施したが、その契約は平成３０年度

一志町井生地内道路石積修繕と平成３１年度一志町井

生地内道路石積修繕の年度を分けた２件の契約とし、

各々契約金額を４９万８，９６０円として随意契約を

締結した。 

これは一体施工した修繕を、津市契約規則第９条第

６号に定める予定価格が５０万円以内の場合に締結す

ることができる随意契約により、年度を分けて関係書

類を作成し、修繕料を支払ったものであり、極めて不

適正な契約事務と言わざるを得ない。 

今後、このような不適正な契約事務がなされること

がないよう徹底されたい。 

措置の内容 公共土木施設における少額修繕については、入札に

よる単価契約方式により実施するものとし、津南工事

事務所の助言により円滑かつ効率的に事務を実施する

こととした。 

契約事務の手続においては、関係法令及び令和３年

１月に津市少額修繕等内部調査委員会が策定した少額

修繕ガイドラインの遵守を徹底するとともに、令和３

年４月に設置された津市修繕等審査会でチェックする

体制に改めた。 

７ 令和３年２月１９日付け監査委員告示第１号公表分 



  政策財務部 

 収税課 

監査の結果 収納金管理の徹底について 

市税の賦課・徴収事務は、行政運営の根幹を支えて

おり、特に収税課では、徴収事務において最も重要な

役割を担っている。ところが、昨年８月には、市税納

付金１３万４，２６０円の紛失、１０月には職員によ

る収納金４０万２，９６０円の着服が起きている。こ

れらは事務処理誤りでは済まされない事故、事件と言

える。１０月に引き起こされた事件は、８月の紛失事 

故の後、事務処理方法を見直した直後に生起しており、

その管理方法の見直しが機能しなかったと言わざるを 

得ない。 

リスク管理においては、市税の収納金を管理してい 

るため、事故、事件を生じさせない、より厳格な処理、

管理が求められることは当然である。 

このように、現金を直接又は間接に扱う所属につい

ては、特に管理職員の管理監督責任も厳しく問われる

ところとなる。 

収税課においては、業務リスクの徹底的な洗い出し

により、不正不当な処理の根絶を図る仕組みの構築と

組織の規律の保持、維持に努めるとともに、常時の改

善を徹底されたい。 

措置の内容 令和２年１０月に発生した着服事件は、同年８月の

収納金紛失事案を受けて見直した現金取扱業務の流れ

の中で発生したものであるが、現金取扱業務を見直す

中では、職員による着服は想定しておらず、着服を未

然に防ぐことができなかった。そのため、現金取扱業

務を見直した。 

具体的には、収税課内に設置している小型金庫内に

保管している収納金を集計し取りまとめた受領担当職

員は、金融機関に入金する入金担当職員に当該収納金



を手渡す前に、管理職による確認を受けることとし、

更に入金担当職員においても現金等に不足がないかな

どを確認の上、これを金融機関に入金し、入金後は、

管理職員が改めて集計金額と金融機関への入金額に誤

りがないかなどを確認するよう改めた。 

今後も、組織の規律の保持と定期的な改善に取り組

む。 

  市民部 

ア 地域連携課 

 (ア)  町自治会交付金における加入世帯数の確認について 

監査の結果 町自治会交付金については、各自治会の加入世帯数

に２３０円を乗じて得た額に、定額の１万５，０００

円を加算して交付金の額を決定しており、加入世帯数

は、各自治会から提出される交付申請書に記載された

申告件数としている。 

住民基本台帳における町名と自治会名が一致してい

る自治会について世帯数を確認してみると、大多数の

自治会の加入世帯数は台帳上の世帯数と近似値となっ

ている一方で、台帳上の世帯数を大きく上回る自治会

も複数見受けられた。 

住民基本台帳上の世帯数を大きく超過する理由が見 

当たらない場合は、自治会員名簿の提示を求めるなど、

より適正な加入世帯数の確認に努められたい。 

措置の内容 町自治会交付金における加入世帯数と住民基本台帳 

上の世帯数は、必ずしも一致するものではないものの、

住民基本台帳上の世帯数を大きく超過する自治会につ

いては、自治会長からの聞き取りや、自治会員の加入

数が確認できる資料の提示を求めるなど、加入世帯数

の確認作業を行うこととした。 

また、令和３年度各自治会に配布した町自治会交付

金交付申請書に添付した記入要領において、前年度の

加入世帯数や自治会名簿等を確認して正確な加入世帯



数の記載を求めるとともに、関係書類その他の物件を

調査することがある旨周知した。 

 (イ) 集会所建築等補助金の過大支出について 

監査の結果 集会所建築等補助金の交付金額については、津市集

会所建築等補助金交付要綱取扱基準において、補助対

象額から１０万円を控除し、２分の１を乗じて得た額

（千円未満は切捨て）とされている。 

しかしながら、令和元年度において、千円未満を切

り捨てないまま交付確定され、補助金を過大に支出し

ているものが１件あったことから、所要の措置を講じ

られたい。 

措置の内容 該当自治会に補助対象額から１０万円を控除し、２

分の１を乗じて得た金額から千円未満を切捨てた金額

が補助金額となるところ、千円未満を切捨てずに交付

決定し、過大支出していることを説明し、令和３年３

月３日に過年度返還金として返還を受けた。 

今後は、複数の職員によるチェックを徹底して、再

発防止に取り組む。 

イ 地域調整室 

監査の結果 津市共同浴場運営業務委託の在り方の見直しについて 

津市共同浴場（さくらゆ）については、平成２６年

度より、さくら湯運営委員会に運営を委託し、使用料

の徴収業務についても、地方自治法施行令第１５８条

第１項の規定に基づき、私人である同委員会に委託し

ている。同条第３項において、歳入の徴収の委託を受

けた者は、会計管理者又は指定金融機関等に必要書類

を添えて払い込まなければならないと規定されている

が、実際には、地域調整室及び中央市民館の職員が交

代で浴場へ現金回収に赴き、払い込みを行ってきてい

た。 

また、仕様書に規定のある設備器具等の維持管理業

務の範囲が不明確であり、浴槽ろ過設備清掃、消毒薬



補充、試運転等については、市の業務となっていた。 

加えて、契約額と同額となっている委託料の予算積

算は従事員６名の人件費のみとなっているが、実際の

労働実態の確認、契約額の妥当性について検証が行わ

れていなかった。 

地域住民が利用する施設ではあるが、公金取扱いの

責任が不明確であること、労働実態及び契約額の妥当

性を検証していないことは、施設管理者として適切な

対応とは言い切れないことから、直接雇用による直営

方式を含めて、業務委託の在り方を見直しされたい。 

措置の内容 令和２年度定期監査・行政監査後、施設管理者側が

行うべきこと、受託者側が行うべきことの線引きの整

理を行った。 

また、業務日報を作成することを受託者に指示し、

労働実態を確認した。 

令和３年度の業務委託については、公金取扱いの責

任を仕様書で明確化した。さらに、受託者から令和３

年３月に提出された業務日報の業務内容及び業務時間

数を検証した結果、労働実態及び契約額の妥当性が確

認できたため、さくら湯運営委員会を受託者とした。 

今後は、直接雇用による直営方式も含め、運営方法

について検討していく。 

  健康福祉部 

福祉政策課 

監査の結果 補助金交付事務における適用法令の明確化について 

社会福祉法人津市社会福祉協議会に対する補助金に

ついて、社会福祉法第５８条第１項の規定に基づく補

助金を交付すべきところ、適用法令が不明確な補助金

交付事務が行われてきていた。今後は、津市社会福祉

法人の助成に関する条例及び同条例施行規則を適用し

ていることを明確にした上で、より適正な補助金交付

事務を行われたい。 



措置の内容 令和２年度の補助金等交付確定通知書に、「津市社

会福祉法人の助成に関する条例（条例施行規則）に基

づく」旨を記載し、根拠法令を明確に示した。 

  商工観光部 

観光振興課 

監査の結果 補助事業の適正な実績確認及び補助金充当経費の見直

しについて 

観光誘客活動支援事業補助金について、雲出川漁業

協同組合の稚アユ・アマゴ放流事業を補助対象経費と

して補助金を交付しているが、令和元年度の実績報告

書にはポスター、広告、案内状等で雲出川観光のＰＲ

をしたとの記述はあるものの、放流実施時の写真と、

釣り人の写真が添付されているだけで、ポスターの作

成枚数、掲示場所等について確認されていなかった。 

当該補助金は、観光客誘客宣伝活動団体の観光客誘

致を支援することが目的であるから、宣伝に係る経費

も補助対象経費とすることを検討し、ポスター、広告 

等の観光客誘致活動の実績を書面として確認されたい。

措置の内容 雲出川漁業協同組合への観光誘客活動支援事業補助

金については、広域からの遊漁者を誘致する活動とし 

て稚あゆ等の購入経費を対象としており、当該領収書、

写真等の補助目的に沿った書類で実績確認を行った。 

  都市計画部 

ア 都市政策課 

  (ア) 補助金交付決定額の配分方法の再検討について 

監査の結果 津市まちなみ修景整備事業補助金における令和２年

度の補助金交付決定について、４月１日付けで事前協

議申出書を提出した３者は、交付申請額に対し、満額

の交付決定を受けていたが、４月１０日付けで事前協

議申出書を提出した１者は、予算残額の関係から交付

申請額１１９万円に対し、５３万５，０００円の交付

であった。 



４者はいずれも５月２２日付けで正式な交付申請書

を提出しており、補助金予算執行の公平性・透明性を

確保する観点を考慮し、交付決定額の配分方法につい

て再検討されたい。 

措置の内容 令和３年５月に策定した「津市まちなみ修景整備事

業補助金交付要領」に、複数の事前協議申出書が提出

され、交付希望額の合計が予算の定める範囲を超える 

場合における、仮配分額の決定方法について規定した。

今後は、要領の規定に基づき適正な補助金交付事務

を行う。 

   (イ) 補助金に係る消費税仕入控除への対応について 

監査の結果 津市まちなみ修景整備事業補助金について、個人、

事業主、宗教法人まで、要件を満たす全ての者が補助

事業者となるが、補助対象経費に工事費の消費税（地

方消費税を含む。以下同じ。）を含んで補助金を交付

しており、課税事業者が消費税を含んだ補助金を受給

し、消費税仕入控除を行った場合、消費税分について

補助金の過払いが生じる可能性があることから、補助

金の過払いが生じないよう交付要綱等の内容を見直さ

れたい。 

措置の内容 令和３年５月に策定した「津市まちなみ修景整備事

業補助金交付要領」に、申請者が課税事業者として確

定申告の際に仕入控除を行う場合は、補助対象経費に

消費税及び地方消費税を含めないことを規定した。 

今後は、要領の規定に基づき適正な補助金交付事務

を行う。 

  ボートレース事業部 

ア 経営管理課及び事業推進課 

 (ア) 地方公営企業法等の関係法令に基づく適正な会計処理について 

監査の結果 令和元年度末から令和２年度にかけて、競艇場内の

旧発走信号用大時計をスタンド棟玄関前に移設・設置 

するためのモニュメント架台新設を修繕として発注し、



営業費用の修繕費として会計処理していた。 

工作物等の新築に係る工事執行については、固定資

産に計上するものであることから、発注内容と勘定科

目の整合性を十分に確認し、地方公営企業法等の関係

法令に基づく適正な会計処理に努められたい。 

措置の内容 地方公営企業法等の関係法令に基づき、資産計上の

必要な部分は修正して固定資産計上した。 

今後は、適正な会計処理を行う。 

 (イ) 適正な償却資産の会計処理について 

監査の結果 津市モーターボート競走場場内水路際駐車場修繕 

（実際には車止めの破損修繕ではなく新設）について、

危険回避のための車止めの新設は償却資産の取得（固 

定資産の計上）に該当するものであるが、営業費用の 

修繕費として会計処理していた。 

今後は、対象工事等の新設、修繕の区別を適正に処

理されたい。 

措置の内容 地方公営企業法等の関係法令に基づき、車止めの新

設部分については修正して固定資産計上した。 

  久居総合支所 

地域振興課 

監査の結果 適正な農林事業分担金の徴収について 

農地一般事務事業における使用料及び賃借料（機械

借上料）については、平成５年の災害による長野川災

害関連工事で変更となった可動堰に堆積する土砂撤去

のための費用として計上されてきたが、現在において

は農道路盤整正、農道舗装等にも支出されていた。 

これらの事業の内容を鑑みると、本来市単土地改良

事業で実施するべきものであり、津市農林事業分担金

等徴収条例に基づく分担金の徴収が必要なものもある

が、受益者による労務提供をこれに代わるものとして

整理し、同条例に基づく分担金を徴収しないこととし

ていた。以上のことから、各事業の内容等を確認し、



分担金の徴収の整理を行った上、所要の措置を講じら

れたい。 

措置の内容 長野川及び榊原川の取水施設の堆積土砂撤去につい

ては、使用料及び賃借料（機械借上料）から委託料

（建設事業者への業務委託）に、農道整備に係る路盤

整正等については、市単土地改良事業により受益者負

担を求める事業とすることとした。 

  上下水道管理局 

営業課 

監査の結果 水道料金の返還について 

共同住宅等の水道料金について、津市水道事業給水

条例第２４条では、水道使用者等から申請があった場

合、管理者が定める基準に適合していると認めるとき

は、メーターは１３ミリメートルの口径がそれぞれ設

置されているものとみなして計算した額の合計額を料

金とすることができるとされている。 

令和２年６月、集合住宅の所有者から、特に案内が

なく特例措置の制度を知ることができなかったため建

設当時に遡り適用してほしい旨の申し出があり、給水

申請当時に担当者からの説明不足による給水契約の内

容に錯誤があったとして不当利得と整理し、入居開始

の平成２９年５月分から令和２年５月分までの水道料

金９３万６，８５２円及び遅延利息６万９，３３５円

を返還した。 

しかしながら、特例措置については申請主義である

ことから、市が行った収納処理に誤りがなく、市が返

還する必要はなかったと考えられる。今後は、毅然と

した対応による徴収業務に努められたい。 

措置の内容 平成２９年当時は集合住宅の特例措置が該当する全

ての方に確実に行き渡る周知方法ではなく、給水契約

時における説明不足であったことから、令和２年７月

から制度の内容を十分周知できるよう窓口での説明及



びパンフレットの配付の更なる徹底を行うとともに、

同年９月にはホームページにも掲載し、周知を図って

いる。 

  三重短期大学事務局 

大学総務課 

監査の結果 津市公印規則の遵守について 

津市事務専決規程における決裁区分が局長及び局次

長の委託契約書に使用する公印は、総務課が取り扱う

市長印を使用すべきところ、課長専決事項の専用公印

を使用していた。 

今後はこのようなことがないよう、津市公印規則第

３条に規定される公印使用の範囲を遵守されたい。 

措置の内容 令和２年度定期監査・行政監査以降は、津市公印規

則に規定される公印使用の範囲を遵守するよう徹底し

ている。 

  教育委員会事務局 

久居教育事務所 

監査の結果 緊急随契の濫用について 

プールサイドシートの貼替修繕について、令和元年

５月１３日に立成小学校、同月１４日に成美小学校、

同月１５日に桃園小学校、同月１６日に栗葉小学校と

４日連続で、同一の業者選定及び緊急随契理由により

同一業者へ発注していた。プールサイドシートの貼替

が必要になったのは経年劣化によるものであり、児童

が怪我をする恐れがあるという主たる理由は、地方自

治法施行令第１６７条の２第１項第５号に規定される

緊急随意契約（以下「５号随契」という。）を適用す

るには、あまりに安易である。 

また、各小学校プールでの修繕実績があり現場に精

通しているという同一業者の選定理由についても、プ

ールサイドシート貼替の難易度、現場近接状況等を考

慮すると、契約事務に求められる公正性、透明性を確



保するには不十分である。 

その他の学校施設修繕においても、その多くが適用

の認め難い５号随契となっていることから、緊急随契

を濫用していると言っても過言ではない。 

さらに、久居地域以外の業者を前例踏襲で選定して

いる場合が多く見られる。今後、経年劣化、老朽化に

よる修繕については、各学校と十分に協議を行い、指

名競争入札又は見積合わせにより、公正性、透明性及

び競争性を確保した上で執行されたい。 

措置の内容 学校施設に係る修繕については、契約事務の手引き

に沿って適正に執行するよう所属内職員に十分周知し

た。 

令和２年度定期監査・行政監査以降の修繕の実施に

あたっては、経年劣化による修繕等、予め計画性を持

って対処できるものについては計画的な修繕を執行し

ており、契約事務に求められる公正性、透明性及び競

争性を確保した事務の執行を徹底している。 
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